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本調査報告書の内容は、外務省が委託して、アサヒ地水探査株式会社・ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ ｴｸｾﾙ

ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ株式会社 共同企業体が実施した平成 24 年度政府開発援助海外経済協力事

業委託費による案件化調査の結果を取りまとめたもので、外務省の公式見解を表わし

たものではありません。 

また、本報告書では、受託企業によるビジネスに支障を来す可能性があると判断され

る情報や外国政府等との信頼関係が損なわれる恐れがあると判断される情報について

は非公開としています。なお、企業情報については原則として２年後に公開予定です。
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巻頭写真 ラニペットサイト 

インド共和国政府（中央汚染管理局）認定の 69 の汚染サイトのひとつ『ラニペット（Ranipet）』サイ

ト。工場跡地 30,000 ㎡に 2～4ｍの厚さで六価クロム含有汚泥（写真の暗灰色の部分）が廃棄され

ている。写真手前の湧水はクロムイエローを呈し基準の数千倍の六価クロムを含有する。 

『ラニペット』サイト南方1kmの住居エリアの様子。現在は行政の指導の下、井戸水飲用はされてい

ない。現在も井戸水はクロムイエローを呈し、基準の数百～数千倍の六価クロムが検出される。サ

イト周辺の住民の多くは皮革産業に従事しており、硫酸クロム等を使用して皮なめしを行っている。

  



 

巻頭写真 ゴア サルセット地域 

ゴア州汚染管理局（GSPCB）の要請により視察したサルセット地域サル川流域の工業地区の様子。

亜鉛精錬で発生した汚泥が土砂採掘孔跡に埋め立てられており、雨水の影響を受けて滲出した

有害物質等がサル川の水質に影響を及ぼしている。 

ゴア州汚染管理局（GSPCB）の要請により視察したサル川源流域の様子。住宅地からの生活排水

により河川水が著しく汚濁している。サル川の中～上流域は生活排水による汚濁、下流域では工

業地区の廃棄物埋め立ての影響による有害物質等の滲出による河川汚染が顕在化している。 

  



 

巻頭写真 デリー近郊汚染サイト視察 

デリー近郊の地下水汚染浄化サイト。六価クロムを取り扱っていた操業中の企業により浄化実施中

である。汚染は工場の敷地外にまで及んでおり、汚染水の揚水対策が実施されている。なお、写

真右側の揚水井戸から汲み上げられた汚染水は左側のパイプラインから処理場に送水される。 

上記写真と同じ敷地内に井戸が設置されている。この井戸と六価クロムの揚水対策井戸との距離

は 10ｍ程度であり、六価クロムによる影響が懸念される。なお、この井戸の用途は不明であるもの

の、現在も使用中である。 

  



 

巻頭写真 バンガロール汚染サイト視察 

バンガロール市内の地下水汚染サイトにおける六価クロムのザブ漬け槽の様子。この工場は、重

機等の部品の製造を行っており、現在も操業中である。ザブ漬け槽の密閉性は低く、なお且つ、作

業員のマスク・手袋といった安全保護具が不十分であるため、健康影響が懸念される。 

バンガロール市内の汚染サイトのモニタリング井戸から採取した地下水。上記写真の工場近傍の

井戸の地下水であり、クロムイエローを呈し、基準の数百～数千倍の六価クロムが検出される。 

  



 

略語表 

CPCB；Central Pollution Control Board   中央汚染管理局 

DEA；Department of Economic Affairs   財務省経済局 

DPCC；Delhi Pollution Control Committee   デリー汚染管理委員会 

GSPCB；Goa State Pollution Control Board   ゴア州汚染管理局 

JICA；Japan International Cooperation Agency  独立行政法人国際協力機構 

KSPCB；Karnataka State Pollution Control Board  カルナータカ州汚染管理局 

MoEF；Ministry of Environment and Forests  森林環境省 

NEERI；National Environmental Engineering Research Institute 

       国立環境工学研究所 

NGRI；National Geophysical Research Institute  国立地球物理学研究所 

NPRPS；National Programme for Rehabilitation of Polluted Sites 

       汚染サイト浄化の国家計画 

PPP；Polluter-Pays Principle    汚染者負担原則 

State PCB；State Pollution Control Board   各州の汚染管理局 

TNPCB；Tamil Nadu State Pollution Control Board  タミル・ナードゥ州汚染管理局 

 

 
調査地位置図 



 

要旨 

本調査では、首都デリー（デリー首都圏：National Capital Territory of Delhi）及び

その近郊都市、タミル・ナードゥ州ラニペット、カルナータカ州バンガロール、ゴア州サ

ルセットの 4 地域において、関連するインド共和国政府機関との協議及び現地企業への聞

き取り調査から、インド共和国における持続的社会発展の基盤となる水資源確保のための

地下水汚染の浄化に係る案件化要請の確認を行った。 

その結果、汚染浄化の実施責任を担う地方行政とそれを管理する中央政府共に、深刻な

健康被害が発生している現況のインド共和国の地下水環境事情を憂慮しており、地下水浄

化に対し非常に強い必要性を抱いていることが確認された。また、汚染サイト視察を通じ

て、インド共和国では廃棄物の投棄等による原因で当初想定していた規模以上の甚大な被

害が進行していることが確認され、人道的見地からの緊急対策を含む複合的な支援を検討

する必要があるとの結論に至った。 

 

〔対象国における当該開発課題の現状及びニーズの確認〕 

本調査において想定している ODA 事業の対象機関となる森林環境省（MoEF）は、第 12 次

5 カ年計画（2012 年 4 月～2017 年 3 月）におけるナショナルミッション（Natinoal Mission）

として、ガンジス川の浄化と汚染放棄地（Legacy Polluted Site）の浄化の二つを掲げて

いる。このうち本調査に係る汚染放棄地の浄化については、現在世界銀行の支援の下で 10

サイトが浄化対象地となっており、5カ年計画における浄化に係る費用として 7,539 万米ド

ル（68.6 億円）が計上されている。この 10 サイト以外でも本支援提案の対象地域となって

いるラニペットを含む深刻な健康被害等で世界的に知られた全 69サイトの政府認定の汚染

サイトが存在することが確認されている。汚染の浄化に関しては、インド共和国政府は汚

染者負担原則（PPP）に従って事業者に対して責任追及することを言明しており、それ以外

の事業者が存在しない土地（放棄地）においてのみ州（地方政府）が浄化を行うものとし

ており、実際には現在事業者が存在するサイトを含め、膨大な数の深刻な環境影響が発生

している汚染サイトが存在すると考えられる。従って対象国における地下水汚染浄化は大

きなニーズをもっているものと考えられる。但し、プロジェクトの実現のためには、中央

政府の承認に基づく案件化が必要不可欠であり、今後、地方政府の協力の下で汚染サイト

が抱える問題を定期的に中央政府に対して訴えることで中央政府の支援の受け入れ態勢を

作る必要があることが確認された。 

インド共和国政府では、工場等の操業による人為的な汚染については森林環境省（MoEF）

が窓口となり財務省経済局（DEA）に対し案件化を図る仕組みとなっており、森林環境省

（MoEF）の所属組織として中央汚染管理局（CPCB）及び各州の汚染管理局（State PCB）が

存在することが確認され、政府管理の浄化プロジェクトでは、汚染の発見後中央汚染管理

局（CPCB）の管理下で調査立案・管理・評価者として国立環境工学研究所（NEERI）と、地

質・地下水調査実施者として国立地球物理学研究所（NGRI）が実作業を行っていることが

確認された。インド共和国における地下水浄化に係る支援・ビジネスの流れを図Ⅰに示す。 

 

 



 

〔提案企業の製品・技術の活用可能性及び将来的な事業展開の見通し〕 

インド共和国における環境ビジネスでは 5～10 年前から欧米諸国のコンサルタントの進

出が目覚ましく、各州の汚染管理局（State PCB）の下で、外資系インド共和国進出企業の

依頼による米国環境保護庁（EPA）の手法に準じた調査対策が実施されていることが確認さ

れた。但し、調査精度・予算の問題から、それらの調査が浄化対策に対して効果的でない

様子が随所で確認されていたため、インド共和国の環境ビジネスに後発参入する我が国の

企業としては、米国環境保護庁（EPA）の手法を内包した日本の土壌汚染対策法による網羅

的な調査方法や不飽和帯のシミュレーション等を併用し先発の欧米企業に対し差別化を図

ることが必要であると考えられた。また、技術レベルの安定化と製品の価格競争による劣

化を防ぎ、なお且つ中央/地方政府への理解を得るためにインド共和国における環境関連の

有識者層（森林環境省（MoEF）/中央汚染管理局（CPCB）、各州の汚染管理局（State PCB）、

国立環境工学研究所（NEERI）、国立地球物理学研究所（NGRI）等）を対象とした地下水コ

ンソーシアムを結成することが重要であると考えられた。さらに、現地環境関連会社への

聞き取りから、事業の立ち上げの際は、単独でのインド共和国進出ではなく、我が国主導

で、インド共和国の現地企業及び欧米の環境コンサルタント企業との共同体を結成するこ

とがより有利にはたらくと考えられた。図Ⅱに事業化にむけたロードマップを示す。 

 

〔ODA 案件化による対象国における開発効果及び提案企業の事業展開効果〕 

汚染サイトの視察から、当初想定していた規模以上の甚大な被害が進行していることが

確認され、人道的見地からの緊急対策を含む複合的な支援を検討する必要があると考えら

れた。なお、本調査から、インド共和国における環境ビジネスの推進には、政府の理解を

得る目的において政府管理サイト（放棄地サイト）の浄化を行うことは必要不可欠である

ことが確認された。 

 

〔ODA 案件化の具体的提案〕 

本調査では、汚染浄化の実施責任を担う各州の汚染管理局（State PCB）とそれを管理す

る中央汚染管理局（CPCB）の強い要請から地下水修復事業の案件化の必要性が確認された。

但し、当初想定していた規模以上の甚大な被害が進行していること、政府が認識している

数（79 サイト）以上の深刻な被害が発生している汚染サイトがある可能性が高いことから、

今後支援の際には、改めて事業を実施するサイトのスクリーニング（選択）を行い、さら

に緊急対策（無償資金援助による人道支援）/事前調査等（技術支援）を実施する必要があ

ると考えられた。本調査において最終的に提案する有償資金援助による ODA 案件化事業（地

下水環境修復事業）について図Ⅲに示す。 

 



 

図Ⅰ 地下水浄化に係る支援・ビジネスの流れ
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図Ⅱ 事業化に向けたロードマップ 
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【調査結果概要】 
◎ インドでは国策として10の放棄地の浄化に取り組んでいる 
◎ 10の放棄地のほかに69の認定サイトの汚染の問題も抱えている 
◎ 上記サイト以外にも深刻な健康被害が想定される汚染地が存在する 

 

課題→単一の手段では到底浄化出来ない規模であるため、複合手法が必要 
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図Ⅲ インド共和国における地下水環境修復事業提案  
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D
A事
業
及
び
期
待
さ
れ
る
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果

イ
ン
ド
環
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流
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あ
る
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A
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（米
国
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）
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踏
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独
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。
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の
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識
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州
の
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B,
N
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等
）と
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に
コ
ン
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ー
シ
ア
ム
を
結
成
し
、
安
定
し
た

技
術
展
開
を
図
る
。

日
本
の
中
小
企
業
の
ビ
ジ
ネ
ス
展
開

平
成
２
４
年
度
政
府
開
発
援
助
海
外
経
済
協
力
事
業
委
託
費
に
よ
る
「
案
件
化
調
査
」

イ
ン
ド
共
和
国
、
バ
イ
オ
レ
メ
デ
ィ
エ
ー
シ
ョ
ン
に
よ
る
地
下
水
浄
化
に
関
す
る
案
件
化
調
査 1

提
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・
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下
水
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和
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開
発
課
題

中
小
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業
の
技
術
・
製
品



 

はじめに 

本調査では、調査国インド共和国における持続的社会発展の基盤となる水資源確保

のための地下水汚染の浄化を目的として、急激な人口増加と工業発達による慢性的な

水不足問題を抱えるインド共和国都市部の六価クロム1等の有害物質による汚染の現状

把握を行った。 

今般の調査対象国であるインド共和国では、世界銀行の調査から 2020 年には水の需

要量が供給量を上回ると予想されており、水不足が深刻な社会問題となっている。ま

た、工場における六価クロム等の有害物質の使用による地下水汚染が報告されている

にもかかわらず家庭用水の約 8 割が地下水に依存しており、毎年 3,800 万人が飲料水

媒介の病気にかかることが報告されている。 

一方、我が国においては高度経済成長期における大量の工業生産により現状のイン

ド共和国と同様の六価クロム等の有害物質による汚染が拡大していたものの、2003 年

の土壌汚染対策法施行により汚染の実態が徐々に明らかになり、それに応じた浄化対

策の実施がなされてきた。その様な中、今般提案する調査技術及び対策施工技術の発

達によって対象地の土地利用履歴やシミュレーションによる予測に基づいて実施する

対策、将来的な土地利用等にあわせた環境負荷及び費用負担の少ない作業が実現され

てきた。また、提案技術のひとつである『EDC-MTM2』はインド共和国においても特許取

得済の地下水汚染浄化用の栄養剤であり、微生物の反応による広範な浄化効果（バイ

オレメディエーション3）が期待される。これらの技術は、土壌汚染対策法施行以来、

日本国内における汚染調査・対策において多数の実績があり、コストパフォーマンス

に優れ、技術と実用性が立証されている。 

本調査では、森林環境省（MoEF）、中央汚染管理局（CPCB）、各州の汚染管理局（State 

PCB）といった関係行政との協議を通じて、インド共和国政府に対し水資源の確保と有

効利用を目指した持続的社会発展のため地下水汚染の浄化の必要性を訴え、現在イン

ド共和国政府が抱えている地下水汚染に関するニーズの確認を行った。併せて現地工

場及び河川等の汚染サイト視察を通じて、具体的に必要とされる調査対策技術の確立

を行った。さらに、現地で業務展開をしている環境コンサルタント、ボーリング会社、

分析事業所等との協議・事業所見学を通じて、将来的なビジネス展開のパートナーと

なり得る現地企業の開拓、事業展開において必要とされるコンソーシアムの設立準備、

現地技術者の育成（研修）の準備も行った。  

                                                  
1 六価クロム；皮なめしやメッキといった作業において六価クロム化合物が使用される。基

準値は 0.05mg/L（飲用水）であり、汚染サイトでは基準の数百～数千倍に至る濃度の地下

水の汚染が確認されている。健康影響として癌の発症や中毒（急性毒性）が懸念される。 
2 EDC-MTM；エコサイクル株式会社の登録商標 
3 バイオレメディエーション；バイオレメディエーションには提案技術である栄養剤による

原位置の微生物の活性化を促す『バイオスティミュレーション』と、汚染物質の分解が出

来る微生物自体を汚染サイトに繁殖させる『バイオオーグメンテーション』がある。 



 

団員リスト 

区分 担当業務 氏名 所属 

現地業務班 

業務主任者 堀田 文雄 アサヒ地水探査株式会社 

プロジェクト・ 

マネージャー 
玉虫 完次 

パナソニックエクセル 

インターナショナル株式会社 

市場調査（土木技術） 川上 俊介 アサヒ地水探査株式会社 

市場調査（バイオ技術） 

プチャラパリ・ 

スリニワスル・ 

レッディ 

エコサイクル株式会社 

市場調査（バイオ技術） 前田 信吾 エコサイクル株式会社 

市場調査（バイオ技術） 藤澤 寿行 エコサイクル株式会社 

国内作業班 

総括 堀田 文雄 アサヒ地水探査株式会社 

プロジェクト・ 

マネージャー 
玉虫 完次 

パナソニックエクセル 

インターナショナル株式会社 

市場調査（土木技術） 川上 俊介 アサヒ地水探査株式会社 

市場調査（バイオ技術） 

プチャラパリ・ 

スリニワスル・ 

レッディ 

エコサイクル株式会社 

市場調査（バイオ技術） 前田 信吾 エコサイクル株式会社 

市場調査（バイオ技術） 藤澤 寿行 エコサイクル株式会社 

事務局 森 みさ子 
パナソニックエクセル 

インターナショナル株式会社 

事務局 平野 あや アサヒ地水探査株式会社 

事務局 宇野 茂 
パナソニックエクセル 

インターナショナル株式会社 

 

 

スケジュール 

2012 年 11 月 20 日～2012 年 12 月 10 日 ；現地調査事前準備（国内作業班） 

2012 年 12 月 11 日～2102 年 12 月 21 日 ；第一次現地調査（現地調査班） 

2012 年 12 月 22 日～2013 年 1 月 11 日 ；現地調査事前準備（国内作業班） 

2013 年 1 月 12 日～2013 年 1 月 20 日 ；第二次現地調査（現地調査班） 

2013 年 1 月 21 日～2013 年 1 月 31 日 ；報告書作成（国内作業班） 

 

  



 

第一次現地調査記録 

日付 訪問機関、面会者等 調査事項等 

12/11 

（火） 

移動；成田→シンガポール（SQ637） 

移動；シンガポール→デリー（SQ408） 

24：00 宿泊先 到着 

－ 

12/12 

（水） 

10：45-11：30 インド共和国大使館（増田参事官） 

14：40-15：40 E 社（現地環境コンサルタント）セミナー

16：50-18：30 Blacksmith Institute（米国 NPO） 

・調査目的確認/紹介状作成 

・現地コンサルタント聞き取り 

・環境汚染関係 NPO聞き取り 

12/13 

（木） 

9：40-11：00 都市開発省公衆衛生・ 

環境技術中央機構（JICA 榊原氏） 

14：20-15：50 A 社（現地環境分析事業所）セミナー 

16：50-18：20 S 社（現地ボーリング会社）セミナー 

・調査目的/現地情報 確認 

・現地分析会社 聞き取り 

・現地ボーリング会社聞き取り 

12/14 

（金） 

9：20-9：50 JICA インド事務所（ドイル氏） 

15：40-18：30 P 社（現地部品工場）セミナー、 

同社地下水汚染浄化サイト視察 

・調査目的/ODA事業 確認 

・浄化実施事業者 聞き取り 

  及び浄化サイト視察 

12/15 

（土） 
11：30-16：00 I 社（現地環境コンサルタント）セミナー ・現地コンサルタント聞き取り 

12/16 

（日） 
休日 - 

12/17 

（月） 

11：30-12：15 CPCB/MoEF（Chairman ほか 4 名） 

14：20-14：50 都市開発省公衆衛生・ 

環境技術中央機構（JICA 榊原氏） 

・行政協議 

・調査状況報告 

12/18 

（火） 
移動；デリー→チェンナイ（9W0835） - 

12/19 

（水） 

13：10-14：50 T 社（地元ゼネコン）セミナー 

15：50-16：50 チェンナイ日本国総領事館 

（中野総領事ほか 3名） 

・現地ゼネコン聞き取り 

・調査目的/現地情報 確認 

12/20 

（木） 

12：00-12：50 TNPCB（Chairman ほか 9 名） 

12：50-18：00 TNPCB/NEERI の案内による 

ラニペットサイト視察 

移動；チェンナイ→シンガポール（SQ529） 

・行政協議 

・汚染サイト視察 

12/21 

（金） 
移動；シンガポール→成田（SQ12） － 

詳細は『資料－1調査日程』参照 

 

  



 

 

第二次現地調査記録 

日付 訪問期間、面会者等 調査事項等 

1/12 

（土） 

移動；成田→シンガポール（SQ637） 

移動；シンガポール→バンガロール（SQ502） 

23：30 宿泊先 到着 

－ 

1/13 

（日） 
8：30-18：00 バンガロール周辺 車上視察 

・バンガロール周辺の 

自然環境視察 

1/14 

（月） 

9：40-13：00 Shriram Institute for Industria Research

（SIIR；NPO環境分析事業所）セミナー 

13：00-17：50 バンガロール市街地 車上視察 

・現地分析会社 聞き取り 

・バンガロール市街地の環境

視察 

1/15 

（火） 

9：20-9：40 バンガロール出張駐在事務所 

（山本所長） 

10：30-12：00 KSPCB 協議、セミナー 

（Chairman ほか 8 名、及び現地浄化事業者 6名） 

12：50-13：30 KSPCB 案内による汚染サイト視察 

14：00-16：00 KSPCB 及び浄化事業者案内による 

F 社浄化サイト視察 

移動；バンガロール→ゴア（AI993） 

・調査目的確認 

・行政協議 

・浄化現場視察 

1/16 

（水） 

10：00-10：50 GSPCB 協議、セミナー 

（Chairman ほか 40～50 名） 

10：50-17：00 GSPCB 案内による 

サル川流域サルセット地域サイト視察 

17：00-17：30 GSPCB Chairman への調査報告 

・行政協議 

・汚染サイト視察 

1/17 

（木） 

9：15-9：25 GSPCB Chariman の紹介による 

ゴア州 Chief Minister 会見 

10：25-11：35 現地 ODA事業者協議 

移動；ゴア→（ムンバイ）→デリー（AI660） 

・州代表者会見 

・現地 ODA事業者協議 

1/18 

（金） 

10：00-11：30 JICA インド事務所（ドイル氏/川村氏） 

13：05-13：40 DPCC協議、セミナー 

（Chairman ほか 3 名） 

14：20-15：20 CPCB 協議（担当者 2名） 

・調査状況報告 

・行政協議 

1/19 

（土） 

10：00-12：20 JICA 榊原氏案内による 

デリー市街井戸視察 

移動；デリー→シンガポール（SQ407） 

・デリー市街の歴史井戸視察 

1/20 

（日） 
移動；シンガポール→デリー（SQ12） － 

詳細は『資料－1調査日程』参照 
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第 1章 対象国における当該開発課題の現状及びニーズの確認 

 

本調査では、調査国インド共和国における持続的社会発展の基盤となる水資源確保

のための地下水汚染の浄化を目的として、急激な人口増加と工業発達による慢性的な

水不足問題を抱えるインド共和国都市部の六価クロム等の有害物質による人為的汚染4

の現状把握を行った。 

 
1－1 対象国の政治・経済の概況 

南アジアに位置するインド共和国は、ヒマラヤ山脈の南側に発達するインド亜大陸

（インド半島）を占める連邦共和国である。インド共和国は、南アジア最大の面積と

世界第 2位の人口を有し、その 12 億人を超える国民は、多種多様の民族、言語、宗教

から構成されている。公用語はヒンディー語となっており、他に憲法で公認されてい

る州の言語が 21 ある。また、インド共和国は、28 の州と 7つの連邦直轄領から構成さ

れる。 

インド共和国では、2012 年 4 月～2017 年 3 月を対象期間として、経済成長の鈍化を

受けた本格的な構造改革とインフラ投資の加速に着手することを掲げた第 12 次 5 カ年

計画が策定されており、本調査における ODA 事業の対象機関となる森林環境省（MoEF）

の同期計画では①国土の 33％の森林化、②原生林・野生動物・水資源の調査・保護、

③汚染管理の三本柱が目標として掲げられている。この三本柱のうちの汚染管理に関

係して、インド共和国は、ナショナルミッション（National Mission）として、ガン

ジス川の浄化と汚染放棄地（Legacy Polluted Site）の浄化の二大目標を掲げている。 

 

このような背景において、本調査では、首都デリー（デリー首都圏：National Capital 

Territory of Delhi）及びその近郊都市、タミル・ナードゥ州ラニペット、カルナー

タカ州バンガロール、ゴア州サルセットの 4 地域において、インド共和国都市部にお

ける六価クロム等の有害物質による人為的汚染の現状把握を通じた地下水浄化に係る

案件化現地調査を実施した。 

調査地の選定にあたり、将来的なビジネス展開を想定し、治安が安定した人口問題・

工業化問題を抱える地域を選択した。なお、ゴア州については、2012 年 12 月 11 日～

同年 12 月 21 日にかけて実施した第一次現地調査中にゴア州汚染管理局（GSPCB）代表

者からの視察要請があったため、第二次現地調査視察地として追加したものである。 

 

  

                                                  
4 人為的汚染；インド共和国では、以前から自然由来のひ素やふっ素による地下水汚染の問
題が顕在化しており、既に草の根技術協力事業として『インド・ウッタールプラデシュ州

における地下水砒素汚染の総合的対策』等のプロジェクトが実施されている。本調査では、

こうした自然由来の汚染ではなく、六価クロム等を使用した工場の操業に起因した人為的

な汚染を対象とした。 
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1－2 対象国の対象分野における開発課題の現状 
昨年策定された第 12 次 5 カ年計画における森林環境省（MoEF）の三大目的のひとつ

として、本調査の主題となる地下水汚染を含む汚染管理が掲げられている。また、ナ

ショナルミッションとして、ガンジス川の浄化と汚染放棄地（Legacy Polluted Site）

の浄化の二つが掲げられており、この放棄地の浄化については世界銀行の支援の下で

アンドラプラデシュ州（2サイト）と西ベンガル州（8サイト）が健康被害及び環境影

響による10の最優先の浄化対象地になっている。また、10の放棄地の浄化に関しては、

5 カ年計画における浄化作業費用5として 7,539 万米ドル（68.6 億円）が計上されてい

る。なお第 12 次 5 カ年計画における汚染削減への予算として 282 百万ルピー（4.8 億

円）が計上されている。なお、MoEFの第12次 5カ年計画におけるプロジェクト分析（SWOT

解析）では、組織の脆弱性等の他に不十分な財政状況（inadequate finance）が挙げ

られており、汚染管理の分野においても我が国の支援の必要性が伺える。 

 

インド共和国における本調査対象としている地下水浄化に係る支援に関しては、中

央政府による承認が大前提となっている。また、工場等の操業による人為的な汚染に

ついては森林環境省（MoEF）が窓口となり財務省経済局（DEA）に対し案件化を図る仕

組みとなっており、森林環境省（MoEF）の所属組織として中央汚染管理局（CPCB）及

び各州の汚染管理局（State PCB）が存在する。中央汚染管理局（CPCB）及び各州の汚

染管理局（State PCB）は、森林環境省（MoEF）の第 12 次 5 カ年計画のうちの汚染管

理の実施組織であり、中央汚染管理局（CPCB）によりプロジェクト管理とルール策定

がなされ、実動部隊として各州の汚染管理局（State PCB）がサイトごとの作業にあた

る。 

 

本調査において協議を実施したデリー汚染管理委員会（DPCC）、タミル・ナードゥ州

汚染管理局（TNPCB）、カルナータカ州汚染管理局（KSPCB）、ゴア州汚染管理局（GSPCB）

のいずれにおいても州の汚染管理局（State PCB）単独の判断はせず、必ず中央汚染管

理局（CPCB）への問題提起と案件化を行い、中央汚染管理局（CPCB）が管理組織とし

て MoEF（森林環境省）に対し承認を受けて支援案件とするという流れが確認された。

また、中央汚染管理局（CPCB）の主要メンバー（Chairman、Member Secretary 等）は

MoEF（森林環境省）の主要ポストを併任している場合が多く、今回面談を行った中央

汚染管理局（CPCB） Chairman、同 Director らは MoEF においても Secretary 等の要職

を担っていることが確認された。 

図 1-1 に本調査において確認された人為的汚染の支援案件化に係る組織図を示す。 

 

本調査によるデリー首都圏、タミル・ナードゥ州、カルナータカ州、ゴア州の 4 都

市の現地視察から、現在インド共和国では有害物質等を含む廃棄物の投棄による地下

水・河川への影響が顕著であることが確認された。さらに、汚染状況は日本の高度成

長期のものと類似するもののその規模において日本の数倍～数十倍に及ぶこと、協議

                                                  
5 5 カ年計画における浄化作業費；完全浄化の費用ではなく、5年間に必要とされる費用。 
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を実施した政府関係者からは直接の言明はなかったものの、地下水の利用状況や撤去

された建物跡の状況を見る限り少なからぬ健康被害6が既に発生していることが懸念さ

れた（詳細は『4-4-3 対象国関連機関との協議状況』、『資料-2 現地協議 議事録』参照）。 

 

 

図 1-1 人為的汚染浄化の支援案件化に係るインド共和国政府側組織図 

本調査では太字斜体で示した組織との協議を行った 

 

 

中央汚染管理局（CPCB）及び各州 PCB との協議から、インド共和国国内における事

業系の汚染（人為的汚染）の大部分が基準の数千倍に及ぶ六価クロムを主とした複合

汚染であること、それら有害物質を含んだ大量の廃棄物の自然環境への投棄による汚

染であることが確認された。汚染の浄化に関しては、インド共和国政府は汚染者負担

原則（PPP）に従って事業者に対して責任追及することを言明しており、それ以外の事

業者が存在しない土地（放棄地）においてのみ州（地方政府）が浄化を行うものとし

ていることが確認された。また、CPCB Charman（CPCB 代表者）であり MoEF の Joint 

Secretary7でもある Ajay Tyagi 氏の意見として、インド共和国政府は全ての意思決定

において透明性を強調するため、支援を行う場合は無償援助ではなくインド共和国政

府側の意思決定を反映できるローンによるものが望ましいと考えていることが確認さ

                                                  
6 健康被害；六価クロムの健康被害としては癌の発病が懸念され、さらに高濃度の暴露にお

いては中毒が懸念される。六価クロムについては、インド共和国では飲用水の基準 0.05mg/L

に基づいて汚染状況の評価がなされる。この基準は日本の地下水環境基準と同じである。 
7 Joint Secretary；MoEF において Minister、Secretary、Director、Senior Advisor に次

ぐ要職。 
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れた。 

現在、アンドラプラデシュ州（2 サイト）と西ベンガル州（8 サイト）の 10 の最優

先の浄化対象地が世界銀行の支援の下でプロジェクト化（案件化）されている。この

うちの数サイトでは、既にインド共和国政府 NCEPC(National Committee on 

Environmental Planning and Coordination)と世界銀行の基金で欧米系コンサルタン

トとインド共和国企業の合弁 16 社を対象に DPR（Detailed Project Report；詳細プロ

ジェクト報告書）のための国際入札が準備（～実施）されている。世界銀行支援のプ

ロジェクトも含めインド政府が実施する一般的な浄化プロジェクトでは、最初に詳細

プロジェクト検討（DPR；Detailed Project Report）が実施され、次に浄化方法の仕

様策定がなされ、その後、Phase I として 16 カ月をかけて浄化方法の評価（調査）と

浄化実施、Phase II として 16～32 カ月のモニタリング、Phase III として 32～42 カ

月かけて浄化の検証がなされる。 

また、世界銀行の支援の下で案件化されている 10 の放棄地サイト以外でもカンプー

ル（3サイト）、ラニペット（1サイト）、オリッサ（2サイト）、グジャラート（1サイ

ト）といった甚大な健康被害等で世界的に知られた全 69 サイトの政府認定の汚染サイ

トが存在することが確認された。 

なお、政府管理の浄化プロジェクトは、汚染の発見後、中央汚染管理局（CPCB）の

管理の下で調査立案・管理・評価者として国立環境工学研究所（NEERI）と地質・地下

水調査実施者として国立地球物理学研究所（NGRI）が実作業を行っていることが確認

された。 

図 1-2 にインド共和国における地下水汚染浄化プロジェクトの流れを示す。 

 

上記から、現況においてインド共和国では、六価クロム等による人為的汚染に係る

地下水浄化のニーズが確実に存在し、なお且つ、その支援を必要としていることが確

認された。但し、支援形態としてはインド共和国政府側の意思決定を反映できるロー

ンによるものが望ましいと考えている。 

また、既に世界銀行等の支援によって進行している既往プロジェクト（10 の放棄地

サイト）については、後発となる我が国の支援や企業の入り込む余地は少ないと考え

られたものの、幾つかの汚染サイトについては被害が甚大であることからインド共和

国政府としても単独のプロジェクトでは完全浄化に至らないことを認識していること

から、世界銀行による既往プロジェクトと併行した日本支援の効率的な支援を提案す

ることや、10 の放棄地サイト以外の 69 の政府認定サイトの浄化を提案すること、各州

の汚染管理局（State PCB）の要望を汲んだ新たなプロジェクトを提案することなどが

必要であると考えられた。 
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図 1-2 地下水浄化プロジェクトの流れ 
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1－3 対象国の対象分野の関連計画、政策及び法制度 
〔インド共和国第 12 次 5 カ年計画における環境政策〕 

インド共和国の第 12 次 5 カ年計画は、憲法で規定された国家計画で、雇用の創出、

政府の財政健全化を担保するため、高い成長率を念頭においており、経済成長を促進

し、同時にグローバル化する世界との調和を目指している。対象期間は、2012 年 4 月

～2017 年 3 月であり、インフラ投資を中心に第 11 次計画の 2 倍の 41 兆ルピーの投資

を行うと発表している。第 12 次 5 カ年計画の終了まで実質国内総生産（GDP）成長率

を 9%程度まで引き上げるべきとの指針を示し、シン首相は GDP 成長率の平均を 8.2%と

見込んでいる。 

当該計画の環境政策としては、経済成長が最終的に環境負荷に影響を及ぼすことか

ら、環境の持続可能性を第 12 次 5 カ年計画の主要な取り組みの一つにしている。地下

水や河川に関連する目標として、2017 年までに 10 地域の特定汚染サイトの浄化、河川

への重篤な汚染の広がりを2017年までに80％、2020年までに100％洗浄することとし、

環境問題への対処における能力構築とスキル開発が環境の持続可能性のために重要と

している。総予算の 7.6%に当たる 2兆 8403 億ルピー（550 億米ドル）が農業や水源対

策に割り当てられ、そのうち都市開発には総予算の 4.6%が割り当てられる。 

農業排水、地場産業から排出される化学物質による汚染で表層水源の細菌病原体、

農薬や硝酸塩による汚染が深刻であり、浅い帯水層は、主にトイレからの汚水の浸潤、

混合の結果、病原菌によって不衛生な状態になっており、深部の帯水層が掘り抜き井

戸等により地質由来の汚染の影響を受けていることから、安全な飲料水の供給が全国

農村飲料水プログラムのための主要な課題となっている。 

 

〔インド共和国における土壌・地下水規制に係る組織〕 

インド共和国では、各分野の法律に従い、森林環境省（MoEF）が中心となって環境

管理を実施しており、原則、中央集権（MoEF 中心）のトップダウン体制での判断8を行

う。公害対策については中央汚染管理局（CPCB）が管理しており、実作業は、該当す

る州の汚染管理局（State PCB）等が行っている。環境規制に関しては、中央政府の法

律を踏まえて、州政府において上乗せ規制が可能となっている。なお、デリー首都圏

は中央汚染管理局（CPCB）とデリー汚染管理委員会（DPCC）の管理下にある。 

各州の汚染管理局（State PCB）には、科学者やエンジニアが所属しており、環境モ

ニタリングや個別工場の規制遵守状況の調査などを実施している。具体的には、工場

では排気や排水などの汚染物質発生状況を定期的に州の汚染管理局（State PCB）に提

出している。工場で排出基準を上回る汚染が発生していると判明した場合は、警告が

出され、これに応じない場合は罰金や工場の操業停止、閉鎖などの命令が出される。

なお、これらの内容は違反の度合に応じて異なり、汚染状況が極めて深刻な場合は工

場の即刻閉鎖の命令が出される場合もある。 

                                                  
8 判断；予算等の決定は DEA（財務省経済局）によるが、その決定のためのローリングプラ

ン策定については地下水汚染問題を含む公害対策については MoEF による最終的な意思決定

が必要となっている。 
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中央政府；中央政府には、環境政策に関連する省庁が複数存在するが、主幹省は森林

環境森林環境省（MoEF）である。その附属組織として位置づけられ政策実施の役割を

担う中央汚染管理局（CPCB）のほか、都市部の上下水道や廃棄物インフラの整備を担

当する都市開発省（MoUD；Ministry of Urban Development）、廃棄物や自然エネルギ

ー等の推進を担当する新・再生可能エネルギー省（MoNES；Ministry of New and 

Renewable Energy）等が関連する中央行政機関である。 

現在では、従来の役割に加え、MoEF 及び州汚染管理局 (State PCB)に対する技術的

な指導・助言も行っている。また、公害管理に関する多数の役割を担っており、各種

環境政策の施行、ガイドラインの整備、環境基準・規制のモニタリング等を行ってい

る。 

 

州政府；州政府においても汚染環境局が設置されており、州政府への技術的な指導・

助言の他、環境保護や環境汚染の防止を目的とした取り組みの推進、環境基準の策定、

調査研究等を行っており地下水浄化を含む公害対策に関する実質上の作業機関となっ

ている。また、CPCB/MoEF によるプロジェクト案件化のための現地からの要望を取りま

とめる機関でもあるため、当該州政府の汚染管理局代表者の方針（姿勢）が公害対策

の実施に関しては非常に多きなウェイトを占める。 

 

地方自治体；地方自治体は、インドにおける汚染問題の主要因となっている廃棄物に

関し、その収集、運搬、処分、管理に関する実行責任者となっている。具体的には、

一般の住宅・事業者からの廃棄物の収集、廃棄物のリサイクルを含めた分別、収集容

器の設置を担っており、さらに最終処分場に関する設置場所の選定や構造、事業中の管理、

閉鎖後のモニタリング等についても地方自治体が実施することとなっている。 

 

〔インド共和国における土壌・地下水規制、及び関連法令〕 

■環境保護法（The Environment (protection) Act） 

1986年制定、1991年改訂。環境保護に関する基本法で、環境汚染の防止・管理及び

削減のための中央政府の権限などの基本的な内容を定めている。 

 

■環境保護規則（The Environment (protection) Rules） 

1986年制定、2003年改訂。環境保護法に基づいて制定。工場等設置の条件や工場等

から排出される汚染物質の排出基準を規定。汚染物質を排出する事業所等に排出物の

分析データを関係当局に提出することを義務付けている。また、本規則には、排水の

基準に関する記載がある。下水処理場からの放流基準に関して、排水処理施設の排水

処理基準が放流先別（内陸表流水、公共下水、灌漑、海水域）に記載されている。下

水処理施設とその他の排水処理施設の放流基準とに違いは存在しない。産業排水の基

準については、工場等から排出される汚染物質（排水）の基準が規定されている。ま

た、本規則に排水発生量の基準・目安や、一定製造量あたりの排水発生量に関する規

定も示されている。表1-1に排水処理施設の排水処理基準を示す。 
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表1-1 排水処理施設の排水処理基準 

項目 
基準 

内陸表流水 公共下水 灌漑 海水域 

色調・臭気 
色・臭いの除去のため

に最大限努力すること
- 

色・臭いの除去のため

に最大限努力すること 
色・臭いの除去のため

に最大限努力すること

浮遊物質量 100 mg/L 600 mg/L 200 mg/L 
処理水）100 mg/L 
冷却排水）10％ 

浮遊物質の粒子径 
850μｍの篩を 
通る大きさ 

- - 
浮遊粒子の最大径
は3㎜、沈殿粒子の
最大径は856μｍ 

pH値 5.5～9.0 5.5～9.0 5.5～9.0 5.5～9.0 

水温 5℃ - - 5℃ 

油・潤滑油 10 mg/L 20 mg/L 10 mg/L 20 mg/L 

全残留塩素 1.0 mg/L - - 1.0 mg/L 

全ｱﾝﾓﾆｱ性窒素 50 mg/L 50 mg/L - 50 mg/L 

遊離ｱﾝﾓﾆｱ 100 mg/L - - 100 mg/L 

生化学的酸素要求量 5.0 mg/L - - 5.0 mg/L 

化学的酸素要求量 30 mg/L 350 mg/L 100 mg/L 100 mg/L 

ひ素 250 mg/L - - 250 mg/L 

水銀 0.2 mg/L 0.2 mg/L 0.2 mg/L 0.2 mg/L 

鉛 0.01 mg/L 0.01 mg/L - 0.01 mg/L 

カドミウム 2.0 mg/L 1.0 mg/L - 2.0 mg/L 

六価クロム 0.1 mg/L 2.0 mg/L - 1.0 mg/L 

全クロム 2.0 mg/L 2.0 mg/L - 2.0 mg/L 

銅 3.0 mg/L 3.0 mg/L - 30 mg/L 

亜鉛 5.0 mg/L 15 mg/L - 15 mg/L 

セレン 0.05 mg/L 0.05 mg/L - 0.05 mg/L 

ニッケル 3.0 mg/L 3.0 mg/L - 50 mg/L 

シアン 0.2 mg/L 2.0 mg/L 0.2 mg/L 0.2 mg/L 

ふっ素 2.0 mg/L 15 mg/L - 15 mg/L 

溶解性リン 5.0 mg/L - - - 

硫化物 2.0 mg/L - - 5.0 mg/L 

フェノール類 1.0 mg/L 5.0 mg/L - 5.0 mg/L 

放射性物質 （α） 10-7 10-7 10-8 10-7 

放射性物質 （β） 10-6 10-6 10-7 10-6 

ﾊﾞｲｵｱｯｾｲ試験 
魚90％の生存率、
100％排水中、 
96時間後 

魚90％の生存率、
100％排水中、 
96時間後 

魚90％の生存率、
100％排水中、 
96時間後 

魚90％の生存率、
100％排水中、 
96時間後 

マンガン 2 mg/L 2 mg/L 2 mg/L 2 mg/L 

鉄 3 mg/L 3 mg/L 3 mg/L 3 mg/L 

バナジウム 0.2 mg/L 0.2 mg/L - 0.2 mg/L 

硝酸性窒素 10 mg/L - - 20 mg/L 
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■環境影響評価に係る通達（Environmental Impact Assessment Notification） 

1994年制定、2009 年改訂。インド共和国では、環境へ著しい影響を及ぼす可能性の

あるプロジェクトを実施する際、環境認可が必要となる。環境影響評価は、その取得

の過程で必要とされる。 

 

■水質汚染防止及び管理法（The Water (Prevention and Control of Pollution) Act） 

1974年制定。水質汚染の防止や制限及び水質の向上を目的とした法律であり、水質

及び排水に関して基準を設定している。設定された排水基準が改正され、60 種類の産

業それぞれに異なる値が設定されており、この基準に反している企業に対しては、住

民が訴訟を起こすことができることとしている。また本法律において、排水水質に関

しても規定されている。水質汚濁防止規制のための中央及び州の汚染規制局や、その

権限や機能を定めている他、河川を排水路として使用することや排水口の設置につい

て規定している。 

 

■水質汚染防止及び管理規則（The Water (Prevention and Control of Pollution) Rules） 

1975年制定。中央汚染管理局（CPCB）の機能が細かく規定され、中央汚染管理局（CPCB）

が所有する分析機関で水質分析を行う場合の分析費用も規定されている。健全性のレ

ベルは定義しておらず、中央汚染管理局（CPCB）によって、DBU（Designated Best Use）

のコンセプトにより規定されている。 

 

■地下水(管理・規制)法案 

インド共和国政府は1970年に地下水の管理のためのモデル法案である地下水（管

理・規制）法案を各州政府に提示した。それを受けて、現在では州政府が地下水過剰

開発に関する規制を設けている。表1-2に州政府ごとの地下水規制状況を示す。 
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表1-2 州政府ごとの地下水規制状況 

州 規制 

アンドラプラデシュ州 
1996年；地下水（飲用に関する規制）法 

Andhra Pradesh Groundwater (Regulation for drinking water purposes) Act 

ビハール州 
2006年；地下水（規制及び開発等に係る管理）法 

The Bihar Groundwater (Regulation and control of development and managemant) Act

ゴア州 
2002年；地下水規制法 

The Goa Groundwater Regulation Act 

ヒマカルプラデシュ州 

2005年；地下水（規制及び開発等に係る管理）法 

The Himachal Pradesh Groundwater (Regulation and Control of Development and 

Management)Act 

カルナータカ州 

2011年；地下水（規制及び開発等に係る管理）法 

The Karnataka Groundwater (Regulation and Control of Development and Management) 

Act 

ケララ州 
2002年；地下水（管理と規制）法 

The Kerala Groundwater (Control and Regulatioin) Act 

ダクシャディープ州 
2001年；地下水（開発と管理）規制 

Lakshadweep Groundwater (Development and control) Regulation 

マハラシュトラ州 
1993年；地下水（飲用に関する規制）法 

The Maharashtra Groundwater (Regulation for Drinkin Water Purposes) Act 

ポンディシェリ州 
2003年；地下水（飲用に関する規制）法 

The Pondicherry Groundwater Act, 2003 

タミル･ナードゥ州 
2003年；地下水（開発と管理）規制 

The tamil Nadu Groundwater (Development and Management) Act 

ウッタールプラデシュ州 

2010年；地下水保全保護と開発（管理、制御、及び規制）法案 

The Uttar Pradesh Groundwaster Conservation Protection and Development 

(Management, control and regulation) Bill 

（出典）International Environmental Law Research Centre “INDIA -STATE- LEVEL WATER LAW INSTRUMENTS 

http://www.ielrc.org/water/doc_states.php 
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1－4 対象国の対象分野の ODA 事業の事例分析および他ドナーの分析 
〔世界銀行によるインド共和国の土壌・地下水汚染浄化計画〕 

世界銀行は、ナショナルミッションのひとつとして汚染放棄地の浄化に取り組んで

いる。この支援は、前の第 11 次 5 カ年計画時の 2010 年 10 月に開始され、第 12 次 5

カ年計画においても引き続き重要な環境施策として実施中である。表 1-3 に世界銀行

による支援実施中の 10 の汚染放棄地を示す。これらはインド中央政府による事前調

査・対策によって深刻な汚染被害が知られていたアンドラプラデシュ州（2サイト）と

西ベンガル州（8サイト）の 2州に限られている。 

この世界銀行による支援は、2010 年に開始され現在 DPR（詳細プロジェクト報告；

図 1-2 参照）が終了し、これから順次国際入札による DPR に従った浄化実施者決定の

作業を待っている状態である。従って、インド共和国に対する地下水汚染浄化への ODA

の効果9については、今後検討されるべき課題であり、まさに今、インドにおける土壌・

地下水環境修復への支援が始まったタイミングであるということが解る。 

また、CPCB との協議から、CPCB 及び NPO10の要請から、世界銀行による支援は現状

10 サイトのみであるものの、今回我々の調査において視察を行ったラニペット（タミ

ル・ナードゥ州）とスキンダ（オリッサ州）の 2サイトについても 10 の汚染放棄地に

追加することを検討している、とのことを確認した。 

 

表 1-3 世界銀行による支援実施中の 10 の汚染放棄地 

州 エリア サイト名（プロジェクト名） 汚染の状況 

AP 

ヌールムハンマドクンタ 
（Noor Mohammad Kunta） 

工業団地からの有害廃棄物の廃棄サイト。汚染規

模は 13.96ha、鉛、銅、クロム、亜鉛、鉄、ニッケル

を含む繊維工場からの排水や生活排水による排

水により湖がピンク色になっている。 

カダパの都市ごみ 
（Municipal Solid Waste in Kadapa Town） 

大規模なごみ捨てサイトであり、1988 年から居住エ

リア近傍の 10.85 エーカーの敷地にごみが投棄さ

れ、現在でも 111,000 トンのごみが残存している。

WB 

ﾌｰｸﾞﾘ 
ｻｲﾄ 
Hooghly 
Site 

Ashalata Brickfield 

コルカタ（Kolkata）近傍、フーグリ地区の7箇所の有

害廃棄物廃棄サイト。全て塩基性硫酸クロムの使

用・製造に関係する工場汚泥の投棄による深刻な

汚染である。７サイトが位置するコルカタ-デリー道

路に沿った15kmのエリアから地下水を通じて周辺

の池や河川に影響が及んでいる。 

Minu Computer Weighbridge Access Road

Shivang Trexim & Sree Balaji Veneers 
Access Road 

Pashupati Seong 

Access Road South of Sarkar Bridge 

Zenith Timbers Access Road 

Near Shivam Gases 

ｺﾙｶﾀ 
ダッパの都市ごみ 
（Municipal Solid Waste in Dhapa Town） 

70 エーカー、1,440,000 トンのごみがラムサール条

約登録の東コルカタ湿地（East Kolkata Wetlands）

の北西 10km に投棄されている。 

AP；アンドラプラデシュ州、WB；西ベンガル州 

 

                                                  
9 ODA の効果；上記支援については、CPCB との協議から、丁度我々の第二次調査の時期と重

なる 1月中旬に世界銀行と CPCB が状況確認（世界銀行による監査（Audit））を予定してい

たことが確認されている。 
10 NPO；Blacksmith Institute（米国 NPO） 
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〔インド共和国における関連する日本の ODA 事業〕 

現状において工場等の操業による人為的な汚染については、インド共和国では汚染

者負担原則（PPP）に則って事業者負担での浄化を実施しており、なお且つ、インド共

和国の工業化・高度経済成長に伴う事業系廃棄物由来の汚染状況の日本国内における

認知度が低かったため、本件は直接関連する日本の ODA 支援対象とはなっていなかっ

た。但し、近年 Black Smith Institute11等により甚大な健康被害が顕在化している多

くの地域が報告されていることから、世界銀行等の支援に併せた日本の ODA 事業も必

要であると考えられる。 

 

また、地下水汚染をターゲットとはしていないものの、現地視察を行ったゴア州に

おいては現在『ゴア州無収水対策プロジェクト』と『ゴア州上下水道整備計画』が実

施中である。同地域では工事施工の問題による上水道管の破損部分から汚染地下水が

流入することによる影響も懸念されるため、同事業に併行してゴア州における地下水

浄化を行うことは十分に意義あるものであると考えられる。 

また、地下水汚染に関連する JICA のプロジェクトとして『行政主導化を目指したイ

ンド共和国・ウッタール・プラデシュ州における総合的砒素汚染対策事業（平成 21 年

度第 2回）』が実施されているが、この事業は自然由来の地下水汚染に対するものであ

り本調査における事業由来の人為的汚染による地下水汚染とは異なる。但し、本調査

における現地視察において確認された地下水モニタリングデータからも砒素の基準

（0.01mg/L）超過が頻繁に確認されていたことから、自然由来の地下水汚染に関して

もインド共和国全土における環境問題の一つであることが伺える。 

 

  

                                                  
11 Blacksmith Institute；発展途上国における健康被害の防止と救済を目的としたアメリ

カの NPO 団体（http://www.blacksmithinstitute.org/）。インド支部代表者と 2012 年 12

月 12 日に協議実施。 
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1－5 調査対象地における開発課題の現状と展望 
本調査では、2012 年 12 月から 2013 年 1 月にかけて上記した背景を考慮し、首都デ

リー（デリー首都圏：National Capital Territory of Delhi）及びその近郊都市、タ

ミル・ナードゥ州ラニペット、カルナータカ州バンガロール、ゴア州サルセットの 4

地域において、都市部における六価クロム等の有害物質による人為的汚染を対象とし

た調査を実施した。表 1-4 に現地調査を実施した 4地域についてまとめた。 

先ず、本調査では、インド共和国における地下水浄化対策方針を確認することを目

的として中央政府（MoEF/CPCB）があるデリー首都圏において該当行政との協議を行い、

次に既に世界銀行による支援が始まっている 10 の放棄地サイト以外の六価クロム等に

よる汚染サイトに関し現地視察を行うこととした。 

次に、視察サイトの選定にあたり、広くインド共和国における六価クロム等による

汚染の現況を把握すべく、政府認定の 69の放棄地サイトのひとつであるラニペット（タ

ミルナードゥ州）、現在政府の指導の下で民間企業主体で地下水浄化を実施しているバ

ンガロール（カルナータカ州）、新たな汚染による被害が報告されたサルセット（ゴア

州）の 3地域を現地視察サイトとして選択した。 

最後にこれらの協議及びサイト視察を通じてインド共和国における開発課題「地下

水浄化」の現況とニーズを確認（1-5、本節）し、想定する事業の仕組み（2-4 節）を

検討し、ODA 案件化によるインドへの開発効果（3-2 節）を予測し、そして ODA 案件化

の具体的提案（4-1 節、4-2 節）を行うものとした。 

 

表 1-4 現地調査を実施した 4地域 

調査地域 選定理由 

デリー首都圏 

主題；中央政府の地下水浄化対策確認 
・中央政府（MoEF/CPCB）との協議、今後の環境施策方針の確認 
・地方汚染管理局（DPCC）との協議、地元の地下水浄化関連ニーズの引き出し 
・浄化サイト視察 
・現地企業/NPOへのヒアリング、インドにおける環境ビジネス市場調査 

ラニペット 
（ﾀﾐﾙ･ﾅｰﾄﾞｩ州） 

主題；政府認定サイトの現場視察 
・地方汚染管理局（TNPCB）及び NEERI との協議 
・汚染サイト視察 
（政府認定サイト；ラニペット） 

・現地企業へのヒアリング、インドにおける環境ビジネス市場調査 

バンガロール 
（ｶﾙﾅｰﾀｶ州） 

主題；企業浄化サイトの現場視察 
・地方汚染管理局（TNPCB）及び NEERI との協議 
・汚染サイト視察（企業浄化サイト） 
・現地企業へのヒアリング、インドにおける環境ビジネス市場調査 

サルセット 
（ゴア州） 

主題；新規案件サイトの現場視察 
・地方汚染管理局（GSPCB）との協議 
・汚染サイト視察（新規案件サイト） 
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本調査において MoEF/CPCB 等との協議や現地企業/NPO へのヒアリング、汚染サイト

視察によって確認された地下水浄化に係るインド共和国の現状について以下に示す。

なお、協議等の詳細に関しては「4-4 節、対象国関連機関との協議状況」、「資料-1、現

地協議記録」参照のこと。 

 

〔汚染サイトと ODA 支援に関して〕 

・インド政府は世界銀行の支援の下で、ナショナルミッションとして 10 の放棄地サ

イトの浄化を実施中である 

・世界銀行の支援対象サイトは、状況に応じ、今後、追加することを検討している

（現在、ラニペット及びオリッサの 2地域の追加を検討中） 

・インド政府は 10 の放棄地サイトのほかに同規模の 69 の放棄地サイト（政府認定

の汚染サイト）についても把握している（この中に、ラニペット及びオリッサが

含まれる） 

・世界銀行の支援による 10 の放棄地サイトと 69 の政府認定の放棄地サイトのほか

にも、中央政府が把握できていない同規模の汚染サイトの存在が懸念される 

・汚染サイトの多くは廃棄物の投棄に起因した六価クロムを含む大規模な複合汚染

であり、単一の浄化手法では到底浄化しきれない程の規模の汚染サイトが多数存

在する 

・インド共和国では、事業者が既に存在しない汚染サイトについてのみ放棄地サイ

トとして政府による浄化対象とされ、中央政府の予算等の管理の下で各州の汚染

管理局（State PCB）が実作業（浄化）を実施している 

・インド政府が浄化を実施する放棄地サイトのプロジェクトについては、DPR（詳細

プロジェクト報告）による浄化手法決定が鍵を握っており、先ず DPR 実施の権利

を得ること（入札に勝つこと）が浄化プロジェクト実施の第一歩となる 

・ODA 支援による汚染浄化の際には、インド共和国内での案件化が必須であり、先ず

MoEF/CPCB 等の中央政府が汚染サイトの存在を認識することが必要不可欠な条件

であり、そのために State PCB から浄化のニーズを中央政府に挙げることが絶対

条件となる 

 

〔インドにおける地下水浄化に関して〕 

・インド共和国では、各地において単なる地下水・土壌汚染だけでなく、地下水を

経由した（地下水汚染に起因した）河川や湖沼の深刻な汚染が発生している 

・各地の地下水汚染サイトにおいては住居エリアの隔離や飲料水の供給による対策

を行っているものの、汚染源である廃棄物投棄サイトはほぼ野ざらし状態であり、

そこからの粉塵の飛散や雨水浸透による有害物質の拡散が発生しており、なお且

つ、生活エリア内に汚染された井戸が存在することから、有害物質による暴露経

路を遮断することは出来ていない状態である 
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〔インドにおける環境法制度に関して〕 

・インド政府では現在、米国式の責任遡及型の環境法の制定を準備中である 

・インド共和国における汚染浄化の義務は、原則として汚染者負担（PPP 原則）に従

うものであり事業者が存在する汚染は事業者によって浄化することを指導し、そ

れに従わない場合は政府の権限により事業の廃止を命令するものとしている 

 

また、本調査によって得られたインド政府側の環境分野に関する日本へのニーズを

表 1-5 にまとめる。 

 

表 1-5 インド政府側の環境分野に関するニーズ 

政府機関 ニーズ 

森林環境省 
中央汚染管理局
（MoEF/CPCB） 

・透明性のある支援が必要であり、無償援助ではなくインド政府側の意思決定を反
映できるローンによるものが望ましい 
・現在、世界銀行の支援を受けて 10 の放棄地サイトの浄化を行っているが、それ
以外にも少なくとも 69 の政府認定の放棄地サイトが存在しており、それら支援が
行き届いていないサイトの支援が必要であり、中央政府が情報を持っていない未
認定のサイト（新規案件）についても確認を要すると考えている 

デリー 
汚染管理委員会
（DPCC） 

・ガンジス川の支流であるヤムナ川においてメッキ工場や繊維工場からの排水流
入による水質悪化が深刻であり、その浄化が急務であると考える 
・政府間援助ではないものの、市街地における工場廃棄物等の影響による地下水
汚染が顕著であり、現在操業中の工場/企業へのバイオレメディエーション等の
技術援助が必要である 

タミル･ナードゥ州 
汚染管理局 
（TNPCB） 

・ラニペットサイトにおいて潜在的な健康被害影響12が周辺住民3,482,000 人にも及
んでいることが報告されており、その原因となっている六価クロム汚泥 15 万～20
万トンが 2～3.5 ヘクタールの土地に被覆等の拡散防止措置が行われないまま放
置されており、廃棄汚泥の被覆や揚水等の緊急措置が必要である 
・ラニペットサイトについては上記の緊急措置のほかに、汚染の規模を確認するた
めのサイト（地域）全体のアセスメントが必要である 
・ラニペットサイトの浄化に関しては、現在、世界銀行の支援（10 の放棄地サイトに
追加すること）についても中央政府と調整中である 

カルナータカ州 
汚染管理局 
（KSPCB） 

・政府間援助ではないものの、市街地における工場廃棄物等の影響による地下水
汚染が顕著であり、現在操業中の工場/企業へのバイオレメディエーション等の
技術援助が必要である 
・地下水汚染の影響により湖沼・河川の汚染も深刻化している 
・現在の汚染管理局の体制は数年前からであり、カルナータカ州における汚染の
現況を全て把握しているとは言い難く、今後は州全土の調査が必要である 

ゴア州 
汚染管理局 
（GSPCB） 

・排水管理等を通じて 10 年近くサル川の水質改善に取り組んでいるものの、現状
においても水質悪化は深刻であり、サル川流域のサルセット地域の農業に影響
を及ぼしており、全容はつかめていないものの健康被害も発生している可能性が
あり、早急な現状把握のための調査（生態/水環境アセスメント）が必要である 
・サルセット地域の汚染浄化だけでなく、持続的な水質維持を目的とした地方政府
担当者への環境教育が必要である 

  

                                                  
12 潜在的な健康被害影響；Blacksmith Institute のホームページ

（http://www.blacksmithinstitute.org/）参照 
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第 2 章 提案企業の製品・技術の活用可能性及び将来的な事業展開
の見通し 
2－1 提案企業及び活用が見込まれる提案製品・技術の強み 

アサヒ地水探査株式会社は、日本において土壌汚染対策法施行以来、年間 10 数件の

大規模調査及び対策に携わっており、そこから得られた技術及び運用のノウハウ、体

制を構築済みであり、土壌汚染対策法施行以前から、38 年間の井戸及び地下水調査業

に従事した経験がある。また、地下水に関して汚染の拡散シミュレーションや水収支

検討も行っている。今般の提案において使用を想定しているバイオレメディエーショ

ンの栄養剤『EDC-MTM』は、補強会社であるエコサイクル株式会社の日本及びインド両

国における特許製品である。これは、六価クロムの土壌汚染対策において行われてい

る化学的還元方法に対し、食品材料から配合された栄養剤を注入し現地の微生物を活

性化させ、その微生物の生反応により毒性の強い六価クロムを安全な三価クロムに還

元する方法であり危険物を注入する必要がなく環境負荷が極めて低いことを特徴とす

るものである。この浄化手法は、現在、我が国において地下水のバイオレメディエー

ションを行う会社が複数あるものの、六価クロムの汚染現場に対する実績は他社の追

随を許さぬものである。さらに同社は、既にインド共和国において六価クロムの汚染

サイトの浄化実証実験を行っており、同業他社に関しての優位性を有している。 

本調査では、上記した技術を、水循環も含めた地下水浄化に係るトータルソリュー

ションとしてインド共和国への支援を行う準備をするものとする。図 2-1 に提案技術

と提案企業の事業化への流れを示す。 

 

 

図 2-1 提案技術と提案企業の事業化への流れ 
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インド共和国では、現在、家庭用水の 8 割程度が地下水に依存しているものの、将

来的には上水道の普及により、現在よりも良質な水資源の確保が見込まれる。但し、

現状のインド共和国において、上水を利用する都市部の表流水や伏流水に関してはそ

のままの状態では全く飲用利用できない程に水質が悪化しており、なお且つ、著しい

水位低下が発生していることが今回の聞き取り調査13等から確認されている。その様な

中、地下水の浄化に取り組むことは、原位置の水源の確保と地下水位低下の防止に繋

がるものであり、インド共和国の持続的発展において必要不可欠なものであると考え

られる。 

また、今回の調査14により、インド共和国における地下水汚染は当初想定していたも

のよりも甚大な規模であり、バイオレメディエーションのみというような単一の浄化

手法では到底浄化しきれない状態にあることが確認されたものの、①日本の土壌汚染

対策法の調査手法に則った網羅的な調査、②多相流解析が可能なシミュレーション等

による地下水汚染状況の把握と将来予測、③EDC-MTM を用いたバイオレメディエーショ

ンによる汚染エリアの地下水流向の下流域への拡散防止措置（フィルター効果）は、

被覆措置や汚染地下水の揚水等を用いた想定される複合的な浄化措置においていかな

る場合であっても常に必要とされる技術であると考えられる。なお、本調査では、上

記した網羅的調査を実施しなかった故に、汚染の高濃度エリアの絞り込みが不十分で

あり、揚水をし続けているにも関わらず効果的な濃度低下が得られていない浄化工事

の存在が幾つか確認されている。 

 

2－2 提案企業の事業展開における海外進出の位置づけ 
〔インド共和国における提案技術の位置付け〕 

インド共和国においては、第一章においてまとめたとおり地下水汚染の状況が深刻

であり、その浄化に対する早急なニーズは確実に存在すると判断できる。但し、現状

において同国では、世界銀行の支援等に併せて既に欧米流の調査手法15が普及しており、

それ故の浄化に係るトラブル等が散見される。そこで今回の提案では、上記のとおり

日本の土壌汚染対策法の調査手法に則った網羅的な調査を主体とした技術提案を行う

ものである。さらに、日本に比べてより深い深度である深度 10ｍ～数 10ｍに地下水が

存在するインド共和国において、調査結果の評価にあたり地下水の不飽和帯のモデリ

ングについても可能な多相流解析シミュレーション『GETFLOWSTM』を活用することは、

より効率的な対策実施や高精度の将来予測、そして地下水流域の水資源管理に繋げる

ことが出来る。また、EDC-MTM によるバイオレメディエーションは、低コスト・低環境

                                                  
13 聞き取り調査；2012 年 12 月 13 日に行った S社との協議記録参照（資料-1 ⑥）。 
14 今回の調査；1-5 節参照。 
15 欧米流の調査手法；規格化された調査であるものの、汚染懸念ごとに調査を実施するた
め、その範囲を判断する技術者の技量への依存が高い。一方、日本の土壌汚染対策法に則

った調査は網羅的に汚染懸念を含む対象地全域を調査するものであり、欧米流の手法に比

べて手間と費用が掛かるものの、汚染懸念の範囲の評価については非常に容易になる手法

である。 
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負荷な対策技術であり、広域、深層、100mg/L 以下の濃度の地下水汚染に対し当該技術

の柔軟な活用が可能である。 

 

〔インドにおける提案技術の事業展開の見通し〕 

二回の聞き取り調査から、インド政府では、現在、米国法に準じた遡及責任による

地下水汚染対策法の準備がなされていることが確認された。米国法に準じての環境施

策であれば、我が国で施行されている土壌汚染対策法のような土壌の問題に特化した

対応ではカバーしきれないと考えられる。そこで、環境ビジネス企業としてのインド

共和国への事業展開の際には、地下水のみに特化するのではなく、欧米流の環境エン

ジニアリング会社と同様に、我が国の企業も総合環境コンサルティング会社としての

事業展開が必要であると考えられた。 

また、インドにおける土壌・地下水環境施策として、現在、遡及責任による地下水

汚染対策法の準備がなされている。今後、同法が制定された場合、諸外国の遡及責任

法の対応状況から予想すると、インドの地場企業よりもインド進出の外国企業に対し

その責任を追及してくることが容易に想像される。従って、民間の事業展開として、

先ず我が国のインド進出企業に対し欧米式の環境安全衛生管理と汚染防止策の普及を

図ることで事業展開の第一歩としようと考えている。 

 

2－3 提案企業の海外進出による地域経済への貢献 
本調査においてインド共和国における環境施策は中央政府中心となっていることが

明らかになった。地下水浄化に関しても、森林環境省（MoEF）/中央汚染管理局（CPCB）

及び各州の汚染管理局（State PCB）に対しその手法等がいかに認知されるがが重要な

課題となっており、その意味で我々の企業体がインド共和国に日本の土壌汚染対策法

に則った調査手法やシミュレーション、バイオレメディエーションをもって進出する

ことによって、引き続く同業他社（地域経済）の環境技術導入のソフトランディング

に繋がると考えられる。さらに現在、インド共和国において事業を展開している企業

の環境施策に対しても、インド政府に我々の技術が認められることで、日本の環境技

術導入が容易になり、同業他社のインド共和国進出の足掛かりにもなり得ると考えら

れる。 

また、今回の調査において、インド共和国における環境ビジネス作業者の人件費が

概ね日本の 10 分の 1から 3分の 1程度であることが確認されており、その差益を利用

したインド共和国における環境シミュレーションの入力作業や地理情報の入力作業等、

人件費を主体とする作業の内製化により、日本とインド共和国において相互事業を展

開する企業体の活性化が図れると考えられる。 

さらに今回の調査において、インド政府は米国式の遡及型の環境法（地下水汚染対

策法）を準備していることが確認されたことから、その遡及型環境法対策をインド共

和国に進出している日本企業に対し周知することで、インド進出企業の持続的な企業

活動を護ることが出来ると考えられる。 

なお、今回提案技術である地下水浄化を含む流域水資源管理は、水ビジネスにおい

て日本が欧米に比べ遅れていると指摘されている分野であるからこそインド共和国に
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おいてラニペットやサルセットといった河川流域の汚染の浄化に併せた水資源管理へ

の事業展開が成されれば、日本が今後進める水ビジネス事業の新たな方向性を示すも

のになると考えられる。 

 

2－4 リスクへの対応 
〔想定していたリスクへの対応結果〕 

当初想定していたリスクとして、2-4 節に示した汚染の調査・浄化に係る価格競争や

それに伴う技術低下、調査・浄化手法自体の普及の問題があった。 

それらのリスクへの対応として、本調査では、森林環境省（MoEF）/中央汚染管理局

（CPCB）、各州の汚染管理局（State PCB）、国立環境工学研究所（NEERI）、国立地球物

理学研究所（NGRI）等の有識者層と共にコンソーシアムを結成することとした。二回

の現地調査からインド共和国における地下水調査及び浄化工事では各州の汚染管理局

の関与が必須であることが確認されたため、このコンソーシアムの結成は我が国の地

下水浄化ビジネス関係者の事業展開において必要不可欠であると考える。 

このコンソーシアムによって、浄化価格を設定することで作業価格の低下防止が図

られ、汚染管理局関係者が指導を行う企業等へのアピールが可能になり、浄化手法の

普及が図られると考えられた。 

 

〔新たに顕在化したリスク及びその対応方法〕 

本調査立案時に想定していた汚染規模よりも実際に視察したサイトの汚染規模は面

積・濃度等においても甚大であったことから、バイオレメディエーションのみの浄化

対策は現実的ではなく、実際には汚染源の除去と汚染源の封じ込めに加えてバイオレ

メディエーションによる汚染拡散の削減を行うような複合対策が必要であると判断さ

れた。 

また、汚染浄化を直ちに行うのではなく、生態系の調査等も視野に入れた網羅的な

調査を実施した上で上記の複合対策を立案する必要があると考えられた。 
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第 3章 ODA案件化による対象国における開発効果及び提案企業の
事業展開効果 
 
3－1 提案技術と当該開発課題の整合性 

地下水の浄化を含む汚染管理は昨年策定された第 12 次 5 カ年計画における MoEF の

三大目的のひとつであり、なお且つ、10 の放棄地サイトの浄化はガンジス川の浄化に

並ぶ二大ナショナルミッションのひとつであることから、当該開発課題における支援

を行うことはインド共和国国政に整合したものであると判断できる。 

また、上記 10 サイト以外の汚染サイトの浄化についても、健康被害が既知であり人

道支援の観点から緊急の援助が必要な課題であると考えられる。 

 

3－2 ODA 案件の実施による当該企業の事業展開に係る効果 
本件『バイオレメディエーションによる地下水浄化』を ODA 案件としてインド共和

国において実施することで、第一にインド共和国政府における栄養剤を用いたバイオ

レメディエーション（バイオスティミュレーション）と日本の土壌汚染対策法方式に

よる調査・シミュレーション手法の理解を図ることが出来る。そのことによって初め

てインド共和国において行政（中央政府・州政府）と協力し浄化ビジネスを行うとい

う土台が出来るものと考えられる。 

インド共和国では政府の管理無しに浄化18は行われないため、当地で浄化ビジネスを

推進するにあたり、先ず ODA 案件化を通じたインド共和国政府の管理サイト（放棄地

サイト19）の浄化を行うことは必要不可欠であると考えられる。 

 

  

                                                  
18 浄化；実際は、欧米系企業の自主管理対策としての調査・浄化等は行われているものの、

その行為自体、インド共和国の法規制や CPCB/State PCB の関与を想定したものであること

から、政府に認定されない浄化手法の普及は極めて難しいと考えられる。 
19 放棄地サイト；現在、世界銀行の支援における 10 の放棄地サイトとインド政府認定の 69

の認定サイトが存在する。将来的には、各州の汚染管理局の働きかけによる中央政府にお

ける新規案件の認定により、新たなサイトの追加が想定される。 
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第 4章 ODA案件化の具体的提案 

4－1 ODA 案件概要 
本調査において中央政府（MoEF/CPCB）との協議からインド政府側は意思決定を反映

できる有償支援を求めていることが確認されたものの、ラニペット等の現地視察から、

現在、非常に高濃度の汚染が放置されている危険な状態であり人道支援の立場から無

償支援による緊急措置の必要性も考慮できる。但し、現状においては、インド政府の

意思を尊重し、69 の認定サイト（放棄地サイト）のひとつであるラニペットに対する

技術支援、新規案件となりうるサルセット地域への技術支援、あるいはビジネス支援

としてバンガロールのような事業中サイトへの技術支援を実施し、インド共和国にお

ける案件化に繋がる「詳細プロジェクト報告（DPR；Detailed Project Report）」を実

施したうえで、現行の世界銀行の支援と同様のラニペットやサルセットを対象とした

放棄地サイトを対象とした有償支援を案件化することも考えられる。なお、この有償

支援に関しては、現行の世界銀行の支援の状況を参考にすると浄化完了に至るまで 10

年以上の期間を要すると考えられる。 

本調査において提案する ODA 案件概要を図 4-1 に示す。 

 

 
図 4-1 提案 ODA 概要  
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緊急の措置 

が必要 事前実証試験等の結果により次プロジェクトの提案を検討 

技術支援① 

ﾗﾆﾍﾟｯﾄ 

技術支援 

1年 

ラニペット 

技術協力/支援 

-現地講習 

-現地ｱｾｽﾒﾝﾄ実施 

-地下水調査実施 

-事前実証試験 

-対応策 策定 

-参加認証試験 

-日本国技術研修 

（20名以内*） 

概算 1億円 

-調査関連； 

2,500万円

-事前実証試験； 

2,000万円

-インド国内研修；

2,500万円

-日本国内研修 

3,000万円

技術支援② 

ｻﾙｾｯﾄ 

技術支援 

1年 

サルセット 

技術協力/支援 

-現地講習 

-現地ｱｾｽﾒﾝﾄ実施 

-地下水調査実施 

-事前実証試験 

-対応策 策定 

-参加認証試験 

-日本国技術研修 

（20名以内*） 

概算 1億円 

-調査関連； 

2,500万円

-事前実証試験； 

2,000万円

-インド国内研修；

2,500万円

-日本国内研修 

3,000万円

技術支援③ 

ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰﾙ 

技術支援 

1年 

バンガロール 

技術協力/支援 

-現地講習 

-現地ｱｾｽﾒﾝﾄ実施 

-地下水調査実施 

-事前実証試験 

-対応策 策定 

-参加認証試験 

-日本国技術研修 

（20名以内*） 

概算 1億円 

-調査関連； 

2,500万円 

-事前実証試験； 

2,000万円 

-インド国内研修； 

2,500万円 

-日本国内研修 

3,000万円 

10年程度 

ﾗﾆﾍﾟｯﾄ/ｻﾙｾｯﾄ 

汚染浄化ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ 

-DPR 

（詳細ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ報告）

-汚染浄化 

-モニタリング 

-クロージング 

 

概算 数 10億円 

（数百万人規模の

健康被害、 

数十万トンの 

廃棄物を想定）
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4－2 具体的な協力内容及び開発効果 
〔無償資金援助〕ラニペット/サルセットの人道支援 緊急措置（図 4-1 参照） 

支援の契機；調査対象地における潜在的な健康被害の防止。 

案件の目標・成果；現在放置されている汚染源物質（汚泥）の被覆や汚染地下水の揚

水を行い、汚染拡散防止措置による健康被害の拡大防止を図る。 

投入する技術；①汚染範囲を確認するためのアセスメント調査、②廃棄汚泥の全面被

覆による汚染源物質の飛散防止及び雨水浸透防止対策、③汚染地下水の揚水による

汚染の拡大防止及び低減措置。これら 3つの作業に対して、日本の土壌汚染対策法

に準じた網羅的調査及び多相流解析等によるシミュレーションを適用する。 

先方実施機関（ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ）；森林環境省（MoEF）/中央汚染管理局（CPCB）、及び各州

の汚染管理局（ラニペット；タミル・ナードゥ州汚染管理局（TNPCB）、サルセット；

ゴア州汚染管理局（GSPCB））がカウンターパート機関となる。 

実施体制；ｱｻﾋ地水探査㈱･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｴｸｾﾙｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱共同事業体によるプロジェクト管

理及び現場施工管理に基づいて、現場工事等については本調査において協議を行っ

た地元インド共和国の企業を活用する。 

費用規模；4.2 億円（ラニペット サイト；Blacksmith Institute による試算）。同様

の人道支援援助を行う場合、サルセットにおいても同規模の費用が想定される。 

スケジュール；本支援は人道支援を主眼においているため緊急の実施が必要である。 

開発効果；人道支援に基づいた援助であり、対象地の健康被害の拡大防止が図られる。 

 

〔技術支援①/②/③〕ラニペット/サルセット/バンガロール技術支援（図 4-1 参照） 

支援の契機；汚染の状況把握及び教育による調査対象地における健康被害の低減。 

案件の目標・成果；汚染の現況把握を目的としたアセスメント/地下水調査/事前実証

試験/対応策策定について行政担当者/現地技術者と共に実施し、同対象者に対し地

下水浄化及び水資源管理に関する現地講習会/参加認証試験を実施し、優秀な成績

を収めた 20 名程度の対象者に対し日本国技術研修を行うものとする。これら一連

の技術支援により、地下水浄化及び水資源管理に関する普及がなされ、なお且つ、

ラニペット及びサルセットについては引き続く無償支援の事前作業となる詳細プ

ロジェクト報告（DPR；Detailed Project Report）の実施に繋げることが出来る。 

投入する技術；①汚染範囲を確認するためのアセスメント調査、②廃棄汚泥の全面被

覆による汚染源物質の飛散防止及び雨水浸透防止対策、③汚染地下水の揚水による

汚染の拡大防止及び低減措置。これら 3つの作業に対して、日本の土壌汚染対策法

に準じた網羅的調査及び多相流解析等によるシミュレーションを適用する。 

先方実施機関（ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ）；森林環境省（MoEF）/中央汚染管理局（CPCB）、及び各州

の汚染管理局（ラニペット；タミル・ナードゥ州汚染管理局（TNPCB）、サルセット；

ゴア州汚染管理局（GSPCB）、カルナータカ州汚染管理局（KSPCB））がカウンターパ

ート機関となる。 

実施体制；ｱｻﾋ地水探査㈱･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｴｸｾﾙｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱共同事業体によるプロジェクト管

理及びインド共和国/日本国講習、インド共和国でのアセスメント等を実施する。

なお、アセスメント等の調査においては、上記共同事業体単体の実施ではなく、講
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習の延長として行政担当者/現地技術者と共に実施するものとする。 

費用規模；1 億円。アセスメントと地下水調査といった調査関連費として 2,500 万円、

事前実証試験、シミュレーション、対応策策定といった事前実証試験関連費として

2,000 万円、現地の行政担当者/技術者 50 名程度を対象としたインド国内研修費と

して 2,500 万円、20 名程度の日本国内研修費として 3,000 万円を見込む。 

スケジュール；1年程度。但し現地調査や実証試験等の結果により、次プロジェクトや

追加作業を決定するため、状況に応じて期間は変更される。 

開発効果；インド共和国内の行政担当者/技術者への地下水汚染浄化技術の移転に主眼

をおいた援助であり、同国環境の持続的発展が図られる。 

 

〔有償資金援助〕放棄地サイト（ﾗﾆﾍﾟｯﾄ/ｻﾙｾｯﾄ）の有償支援（図 4-1、図 4-2 参照） 

支援の契機；調査対象地における潜在的な健康被害の防止。 

案件の目標・成果；現在放置されている汚染源物質（汚泥）の被覆や汚染地下水の揚

水を行い、汚染拡散防止措置による健康被害の拡大防止を図る。 

提案技術①；網羅的な地下水調査。 

二回の現地調査から、インド共和国における土壌・地下水調査は、主として米国

環境保護庁（EPA）の手法が踏襲されており、先ずアセスメントを行い、アセスメ

ントの結果確認された懸念に対する調査を実施する、という流れで行われている。

この手法は効率的である半面、アセスメントの精度はそれを実施する技術者の技量

次第であり、十分なアセスメントが出来ない場合、引き続く調査も不十分となり、

その結果対策も要領を得ないことがある。特にインド共和国では事業の透明性を求

めるあまり、各々の作業フェーズにおいて異なった作業者が担当することがあり、

事前の調査が生かされない可能性が大きい。そこで、本調査の提案では、我が国の

土壌汚染対策法に準じた一定区画ごとの網羅的な調査手法の技術提案を行う。但し、

現地視察を行った汚染サイトの規模を考慮し、日本の土壌汚染対策法では最小区画

を 10ｍ×10ｍとしているが、インド共和国における調査では 30ｍ×30ｍ、あるい

は 100ｍ×100ｍといったサイトの規模に応じた調査頻度を提案するものとする。但

し、調査データをシミュレーション等に効率よく転用させるために必ず一定頻度で

の網羅的調査を行うものとする。 

提案技術②；地下水モデリング。記した網羅的な調査の結果を多相流解析ソフト

（GETFLOWSTM20等）によって解析し、インド共和国の多くの汚染サイトにおける地表

面に投棄された有害物質を含む廃棄物からの浸透による不飽和帯の土壌への影響

と、そこから地下水に飽和した土壌への影響を予測し、浄化に向けた効率的な対策

計画を策定するものとする。 

提案技術③；バイオレメディエーション。コストパフォーマンス、安全性を考慮し、

食品原料を成分とした栄養剤『EDC-MTM』を用いた六価クロムの原位置バイオレメデ

ィエーションを提案する。但し、二回の現地調査から、インド共和国における地下

水汚染は日本での想定よりも高濃度・広範囲であることから、バイオレメディエー

                                                  
20 GETFLOWSTM；株式会社地圏環境テクノロジーの登録商標。 
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ションによる浄化は汚染範囲の周縁部において実施するものとし、汚染範囲の中心

（ホットスポット）では封じ込めや汚染の除去といった対策を併行して行うものと

する。EDC-MTMは数 100mg/L の濃度の六価クロムにおいても生物を活性化させること

は可能であるものの、インド共和国の汚染浄化現場の視察から数 100mg/L の高濃度

の範囲が数 100ｍ～数 km に及んでいる可能性が高く、より効率的な対策のためには

汚染除去あるいは隔離（封じ込め）が必要不可欠であると考えられた。 

なお、バイオレメディエーションには、EDC-MTMのような栄養剤を用いて現地の微

生物を活性化させるバイオスティミュレーションと、汚染物質を分解することが出

来る微生物自体を汚染サイトに繁殖させるバイオオーグメンテーションがあり、行

政協議からインド共和国の行政担当者はオーグメンテーションについては慎重な

対応を考えており、食品原料からなるスティミュレーションについては使用に興味

を持っていることが確認された。 

 

本提案では、上記の調査技術、シミュレーション技術、バイオレメディエーショ

ン技術を井戸調査・管理システムと移動式薬剤注入・浄化ラボとして一式をシステ

ム化することで、ひとつの汚染サイトだけではなく、インド共和国に多数存在する

多くの汚染サイトにも転用できるものとする。また、併せて浄化サイトごとにサイ

ト特有の重金属の簡易回収サイトの建設、汚染源物質の仮置き場の設営、生態系調

査等を提案する。 

 

先方実施機関（ｶｳﾝﾀｰﾊﾟｰﾄ）；森林環境省（MoEF）/中央汚染管理局（CPCB）、及び各州

の汚染管理局（ラニペット；タミル・ナードゥ州汚染管理局（TNPCB）、サルセット；

ゴア州汚染管理局（GSPCB））がカウンターパート機関となる。 

実施体制；ｱｻﾋ地水探査㈱･ﾊﾟﾅｿﾆｯｸｴｸｾﾙｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ㈱共同事業体によるプロジェクト管

理及び現場施工管理に基づいて、現場工事等については本調査において協議を行っ

た地元インド共和国の企業を活用する。 

費用規模；数百万人規模の健康被害、数十万トンの放置廃棄物の存在を想定し、ラニ

ペット/サルセット共同じく数 10 億円規模であると見込まれる。 

スケジュール；浄化仕様決定から浄化工事実施、モニタリング等に至るまで 10 年程度

は要すると考えられる。但し、汚染の状況によっては、より長期の作業も想定され

る。 

開発効果；対象地における健康被害の防止が図られる。 
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4－3 他支援案件との連携可能性 
〔世界銀行による支援との連携〕 

第 12 次 5 カ年計画における森林環境省（MoEF）によるナショナルミッションとして

ガンジス川の浄化と放棄地（Legacy Polluted Site）の浄化の二つが掲げられており、

この放棄地の浄化については世界銀行の支援の下で 10の放棄地サイトの浄化プロジェ

クトが進行中である。本調査では、2回の中央汚染管理局（CPCB）との協議から、世界

銀行の支援サイト以外にも 69 の政府認定の汚染サイトが存在し、それらについても既

に大規模な健康被害が発生しており甚大な被害となっていること、未だに中央政府が

認識していない甚大な被害が発生している汚染サイトの存在の可能性が高いことから、

世界銀行の支援対象地からは本提案支援は棲み分けを行い、最終的にインド共和国全

体としての環境修復を図ることが重要であると考えた。但し、既に世界銀行等の支援

によって進行している既往プロジェクト（10 の放棄地サイト）については、後発とな

る我が国の支援や企業の入り込む余地は少ないと考えられたものの、幾つかの汚染サ

イトについては被害が甚大であることからインド共和国政府としても単独のプロジェ

クトでは完全浄化に至らないことを認識していることから、世界銀行による既往プロ

ジェクトと併行した日本支援の効率的な支援を提案することや、10 の放棄地サイト以

外の 69 の政府認定サイトの浄化を提案すること、各州の汚染管理局（State PCB）の

要望を汲んだ新たなプロジェクトを提案することなどが必要であると考えられた。 

 

〔日本の ODA 支援との連携〕 

現地視察を行ったゴア州においては現在『ゴア州無収水対策プロジェクト』と『ゴ

ア州上下水道整備計画』が実施中である。該当地域では、工事施工の問題による上水

道管の破損部分から汚染地下水が流入することによる影響も懸念される。 

そこで、本調査における提案支援を併行して実施することにより、仮に水道管が破

損した場合でも、汚染水流入によるリスクをヘッジできるため、該当地域住民に確実

に安全な飲用水を提供することができるようになると考えられる。 

同支援との連携の形態に関しては、該当地域における環境サイトアセスメントを含

めた地下水・土壌汚染調査を実施し、適宜対策等を行うことで、水道管敷設箇所の地

下水・土壌の安全が図られると考えられる。 
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4－4 対象国関連機関との協議状況 
以下に本調査において協議を行った中央汚染管理局（CPCB）との協議状況、デリー

首都圏、タミル・ナードゥ州、カルナータカ州、ゴア州における地下水汚染の現状と

州の取り組みについてまとめる。 

 

〔中央汚染管理局（CPCB）〕 

第一次現地調査 2012 年 12 月 17 日に、中央汚染管理局（CPCB） Chairman Ajay Tyagi

氏ほか 4 名の担当者とインド共和国全土における地下水汚染に対する取り組みと支援

に関する協議を行った。以下に概要を示す（詳細は『資料-2 現地協議 議事録』参照）。 

 

・インド共和国国内には数多くの汚染地が存在しており、その主な原因は有害物質

を含む工場廃棄物の埋立であり、それが地下水及び河川に深刻な影響を与えてい

る。 

・インド共和国国内における事業系の汚染（人為的汚染）の代表的な物質としては

六価クロムがあげられるが、殆どの汚染地は六価クロムのみではなく他の重金属

や石油系物質等を含む複合汚染によるものである。 

・現在政府が調査及び浄化に取り組んでいる 10 の放棄地サイト（Legacy Polluted 

Site）が存在し、それらは全て六価クロムによる汚染地であり、カンプール（3

サイト）、ラニペット（1サイト）、西ベンガル（3サイト）、オリッサ（2サイト）、

グジャラート（1サイト）にある。 

・上記 10 サイトのうち数サイトはインド共和国政府 NCEPC(National Committee on 

Environmental Planning and Coordination)/世界銀行の基金で汚染浄化のための

調査が進行中であり、それに対して 7 の外資系企業がインド共和国企業と共同で

公募に応札している。MoEF が近いうちに数社を指名する予定である。 

・上記した浄化プロジェクトでは、浄化方法の評価（調査）と浄化実施に 16 カ月、

モニタリングに 16～32 カ月、浄化の検証に 32～42 カ月を想定している。 

・汚染浄化は、中央政府からの支援を受けて州 6 割、中央政府 4 割の資金負担にお

いて州が実施する。従って、浄化プロジェクト実施には各州の財政基盤がその費

用を負担しうるだけの状況にあるかが重要なポイントとなる。 

・汚染浄化に関しては、汚染者負担原則（PPP）に従って事業者に責任を遡及するが、

放棄地等の事業者が既に存在しない場合においては州（地方政府）が浄化を行う。

なお、現在、中央政府によって管理されているサイトは全て放棄地である。 

・PPP 原則に従った米国流の遡及責任型の地下水汚染対策法案を準備中である。 

・Chairman の意見として、インド共和国政府では全ての意思決定において透明性が

求められるため支援を受ける場合は無償援助ではなくインド共和国政府の意思決

定を反映できるローンによるものが望ましいと考える。 
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〔デリー首都圏〕 

第二次現地調査 2013 年 1 月 18 日に、デリー汚染管理委員会（DPCC） Chairman Sanjiv 

kumar氏ほか3名の担当者と同地における地下水汚染に対する取り組みと支援に関する

協議を行った。以下に概要を示す（詳細は『資料-2 現地協議 議事録』参照）。 

・デリー首都圏では、10 年以上前からヤムナ川21と市街地の地下水の水質悪化が顕在

している。特にヤムナ川では電気メッキ工場や繊維工場からの排水が直接河川に

流入しており問題となっている。 

・デリー汚染管理委員会（DPCC）としては、バイオレメディエーション等の原位置

浄化（In-Situ Remediation）に非常に興味がある。 

・支援に必要とされる手順を伝えてくれれば、デリー汚染管理委員会（DPCC）とし

て協力して森林環境省（MoEF）に働きかける準備がある。 

 

上記に加えて第一次現地調査において得られた地元ボーリング会社社長と六価クロ

ム汚染の浄化を行っている会社からの情報を以下に示す（詳細は『資料-2 現地協議 議

事録』参照）。 

 

〔地元ボーリング会社社長〕 

・15 年以上前からデリーを含めた都市部の地下水の水質悪化は周知の事実であり、

深度数 10ｍ程度の表層水は良くて洗濯水に使われる程度で、飲用水であれば深度

250ｍ程度の岩盤水でないと良い水質は得られない。 

・飲用になり得る良質の水は、15 年位前であれば深度 100ｍ程度の沖積層から得ら

れていたが、現在は上記のとおり岩盤まで掘削しない限りは得られない。 

・現在、デリーでは地下水枯渇対策として井戸掘削は禁止されているものの、過去

に掘削された井戸の多くが未だに使用されており、それらは生活用水の 30％程度

になるのではと考えられる。 

〔六価クロム汚染の浄化を行っている会社〕 

・メッキ工程等において六価クロムを扱う工場として工場敷地内外 34 箇所で六価ク

ロム汚染の調査を実施した。調査の結果、最も高濃度の場所として工場所有では

ない敷地外の廃棄物置場から 16.3mg/L（基準の 326 倍）の濃度の地下水が検出さ

れた。六価クロムによる汚染範囲は 2平方キロメートル（2,000,000 ㎡）に及ぶと

考えられる。 

・現在、地元の大学及びコンサルタントの指導の下で、地下水の揚水による六価ク

ロム除去対策を実施している。なお、地下水は深度 30ｍ程度に存在し、深度 80～

90ｍ程度の地下水を揚水しているとのことであった。 

・汚染原因22としては、現在浄化を行っている会社の可能性もあり得るが、それ以上

に既に退去（倒産）した会社の工場廃棄物による可能性も十分にありうる。 

                                                  
21 ヤムナ川；ガンジス川の支流。 
22 汚染原因；協議中に言明されなかったものの、操業している工場の責任として政府から

浄化を求められたものと考えられる。 
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〔タミル・ナードゥ州〕 

第一次現地調査 2012 年 12 月 20 日に、タミル・ナードゥ州汚染管理局（TNPCB） Member 

Secretary (2nd in Command) Dr. D. Karthikeyan 氏ほか 6名のタミル・ナードゥ州汚

染管理局（TNPCB）担当者と 2 名の国立環境工学研究所（NEERI）担当者と同地におけ

る地下水汚染に対する取り組みと支援に関する協議を行った。また、併せてタミル・

ナードゥ州汚染管理局（TNPCB）と国立環境工学研究所（NEERI）の案内で汚染サイト

『ラニペット』を視察した。以下に概要を示す（詳細は『資料-2 現地協議 議事録』参

照）。 

 

 

・タミル・ナードゥ州には、六価クロムの甚大な汚染で知られるラニペットサイト

がある。ラニペットは、皮のなめし剤用の六価クロム化合物を製造した工場等の

廃棄物の廃棄サイトであり、地表に廃棄された六価クロム汚泥は推定 15 万トン～

20 万トン、2～3.5 ヘクタール、3～5メートルの層をなしている。 

・これまでに実施された調査によって地下水中に最大で 288mg/L（基準の 5,760 倍）

の濃度が確認されており、1.5km 下流側の集落の深度 30ｍ程度の井戸からも今な

お 100mg/L（基準の 2,000 倍）の濃度が検出されている。なお、サイト下流側の河

川（Palar River）においても未だに基準を超過する六価クロムが検出されている

とのことであった。 

・タミル・ナードゥ州汚染管理局（TNPCB）としては、バイオオーグメンテーション
23については生態系への影響について慎重に考えているが、本調査において提案し

ているバイオスティミュレーションについてはより安価な原位置浄化方法として

興味がある。 

・既に広域な地下水汚染が知られており、危急の汚染浄化が求められているため、

日本政府からの支援については非常に強い関心を持っている。 

・ラニペットは州による浄化サイト（事業者が既に存在しないサイト）となってお

り、浄化後はブラウンフィールドとして工業団地としての再開発24を行いたい。 

・ラニペットは現在、世界銀行を主体とした約 15 億円規模のローンプロジェクトが

準備されている。但し、ひとつのプロジェクトでは到底浄化できない規模の汚染

状態であり、可能であれば複数のプロジェクトによって再利用可能な土地として

の浄化を行いたい。なお、NGO 団体はラニペットの浄化費用として 15～70 億円規

模の試算をしている。 

・現地視察から、工場跡地（廃棄サイト）自体も六価クロム特有のクロムイエロー

の粉塵が確認される程甚大な汚染状況であり、未だに六価クロムを含む汚泥が残

                                                  
23 バイオオーグメンテーション；汚染浄化の効果が予め確認されている微生物（バイオ製

剤）を投入する浄化手法のこと。本調査では現地の生物を活性化させる栄養剤を投入する

バイオスティミュレーションを提案している。 
24 再開発；元々ラニペットは1970年代に開発された工場団地（SIPCOT Industrial Complex）

である。 
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置されていることが確認され、なお且つ、視察した周辺の井戸においても未だに

クロムイエローの水が出ている状況であった。危急の対策として被覆あるいは封

じ込めといった汚染拡散防止措置のほかに、汚染地周辺の現況把握（サイトアセ

スメント）と住民の健康被害防止を目的としたリスクアセスメントが急務である

と考えられた。 

・タミル・ナードゥ州汚染管理局（TNPCB）及び国立環境工学研究所（NEERI）から

提示された資料によると、汚染の状況調査自体が網羅的ではなくホットスポット

を中心としたものであり、今後の効率的な対策のためには、対象地内外の網羅的

な調査が必要不可欠であると判断された。 

 

〔カルナータカ州〕 

第二次現地調査 2013 年 1 月 14 日に、カルナータカ州汚染管理局（KSPCB） Chairman 

Dr. Vaman Acharya 氏ほか 8 名のカルナータカ州汚染管理局（KSPCB）担当者とカルナ

ータカ州汚染管理局（KSPCB）管理の汚染サイト所有者及びコンサルタント 6名と同地

における地下水汚染に対する取り組みと支援に関する協議を行った。また、併せてカ

ルナータカ州汚染管理局（KSPCB）と汚染サイト管理者の案内でバンガロール市内の操

業中工場における六価クロム汚染サイトを視察した。以下に概要を示す（詳細は『資

料-2 現地協議 議事録』参照）。 

 

・カルナータカ州には、政府管理の汚染サイトはないものの、事業者負担によって

浄化・モニタリングを行っている監視サイトが幾つかあることが確認された。 

・地下水汚染は、井戸掘削等の際に判明することが多く、今回視察するサイトも同

様にクロムイエローの水が目視確認されたために汚染が判明したとのことであっ

た。 

・カルナータカ州では、10 年前から環境汚染の問題が顕在化してきており、Chairman

として持続的な経済発展のために水資源確保は必要不可欠の問題と考えており、

一刻も早く飲用可能な地下水資源の実現を図りたいと考えている。 

・カルナータカ州汚染管理局（KSPCB）としては現在管理している Yalehanka 及び

Peenya プロジェクトに対して、バイオレメディエーション等の原位置浄化

（In-Situ Remediation）の実施に非常に興味がある。 

・支援に必要とされる手順を伝えてくれればカルナータカ州汚染管理局（KSPCB）と

して協力して森林環境省（MoEF）に働きかける準備がある。 

・現地視察から、事業継続中の工場において最大で 259mg/L の六価クロム（基準の

5,180 倍）の濃度が検出されていることが確認された。また、別の場所であるもの

の、現在作業を行っている環境において作業員はゴム手袋と布マスクといった簡

易の保護具のみで六価クロムのザブ漬け作業を行っていることが確認され、揮発

蒸気による作業員への暴露影響が懸念された。 

・現地視察における視察した会社の役員とのやり取りから、汚染管理局は立入検査

のみならず、施設建設や操業継続等に係る非常に大きな権限を持っていることが

確認された。 
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〔ゴア州〕 

第二次現地調査2013年1月16日に、ゴア州汚染管理局（GSPCB） Chairman Jose Manuel 

Noronha 氏ほか 40～50 名の GSPCB 担当者と、同地における地下水汚染に対する取り組

みと支援に関する協議を行った。また、併せてゴア州汚染管理局（GSPCB）担当者 8名

の案内で視察要請のあったサル川流域のサルセット地区の状況を視察した。以下に概

要を示す（詳細は『資料-2 現地協議 議事録』参照）。 

 

・ゴア州には、政府管理の汚染サイトはないものの自然環境の悪化から州でモニタ

リングを行っている監視サイトが幾つかあることが確認された。 

・ゴア州は観光と農業によりなりたっており、工場排水や生活排水の河川等への流

入による水環境の悪化によって農業生産が脅かされているとのことであった。 

・サル川の汚染については流域全域にわたる生活排水の流入による問題があり、そ

のほかに中流域～下流域の亜鉛等の精錬工場の汚泥から流出した有害物質等によ

る河川への影響が確認された。 

・上記精錬工場の汚泥は、現行規制前に中央汚染管理局（CPCB）の指導でラテライ

ト採掘孔に直接埋設されたものであり、雨水浸透防止シートが部分的に掛けられ

ているものの完全な封じ込めにはなっておらず、現在も汚泥からの有害物質等の

滲出が進行している。 

・サル川の汚染については、現在数地点でモニタリングを実施しているものの、汚

染物質、汚染範囲、健康被害、環境影響といった全容は未だに調査されていない

ため、ゴア州としては先ず環境全域のアセスメントを行い、その後、効率的な対

策を実施したいと考えている。但し、健康被害については、全容は不明であるも

のの、工場周辺の井戸水利用により被害が既に発生しているとのことであった。 

・現地視察から、サル川の汚染は農業地域であるサルセット地域の存続にとって非

常に重要な意味をもっていることが確認された。 

・現地視察におけるやり取りから、汚染管理局は立入検査のみならず、精錬工場の

操業継続に係る非常に大きな権限を持っていることが確認された。 

・支援に必要とされる手順を伝えてくれればゴア州汚染管理局（GSPCB）として協力

して森林環境省（MoEF）/中央汚染管理局（CPCB）に働きかける準備がある。また、

ゴア州 Chief Minister との会見でも同様の協力体制が言明された。 
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添付資料 1 

～現地調査資料～ 
資料－1 現地調査写真

第一次 ODA 案件化調査 

〔2012 年 12 月 12 日〕 

 

・外資系環境コンサルタン

ト『E 社』と協議 

 

・同社会議室において、

本調査に係るセミナーを

実施し、E 社のインド共

和国国内におけるビジ

ネス展開について聞き

取りを行った 

〔2012 年 12 月 12 日〕 

 

・NGO『Blacksmith 

Institute』インド代表者と

協議 

 

・滞在ホテル内会議室に

おいて、本調査に係るセ

ミナーを実施 

 

〔2012 年 12 月 13 日〕 

 

・都市開発省公衆衛生環

境技術中央研究機構・

JICA 榊原氏と協議 

 

・左写真は、同機構があり

インド共和国行政機関も

多数入所する Nirman 

Bhawan  

 



添付資料 2 

 

第一次 ODA 案件化調査 

〔2012 年 12 月 13 日〕 

 

・環境分析事業所 A社 

 

・同事業所はデリー郊外

の Noida に位置し、創業

28 年、100 人規模の環

境分析事業所である 

 

・ダイオキシン類の分析

は出来ないものの、ほぼ

全ての環境項目の分析

が可能 

 

〔2012 年 12 月 13 日〕 

 

・環境分析事業所 A 社内

にてセミナーを実施 

 

・写真左から 2 人目及び

4人目が同社代表者 

 

〔2012 年 12 月 13 日〕 

 

・ボーリング会社S社内に

てセミナーを実施 

 

・写真中央が同社代表者 

 

 

  



添付資料 2 

第一次 ODA 案件化調査 

〔2012 年 12 月 14 日〕 

 

・デリー郊外P社による六

価クロムの地下水汚染

浄化現場の揚水処理設

備の様子 

 

・写真右側の揚水井戸か

ら汚染地下水を揚水

し、写真左側のパイプ

ラインで汚染地下水を

処理場に送水している

 

〔2012 年 12 月 14 日〕 

 

・デリー郊外P社による六

価クロムの地下水汚染

浄化現場の周辺地域の

様子 

 

・住宅地（コミュニティ）

の地下水が汚染されて

いる 

 

〔2012 年 12 月 14 日〕 

 

・デリー郊外P社による六

価クロムの地下水汚染

浄化現場の揚水処理設

備の様子 

 

・写真右側の井戸から揚

水し、写真左側のパイ

プラインで汚染地下水

を処理場に送水する 
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第一次 ODA 案件化調査 

〔2012 年 12 月 14 日〕 

 

・デリー郊外P社による六

価クロムの地下水汚染

浄化現場の視察の様子 

 

・汚染浄化現場（揚水現

場）は、子供達の遊ぶ

公園となっている 

 

〔2012 年 12 月 14 日〕 

 

・上写真の敷地内に設置

された井戸 

 

・用途は不明であるもの

の使用中の井戸である

 

〔2012 年 12 月 14 日〕 

 

・上写真の敷地内に設置

された薬剤注入井戸 

 

・薬剤注入（バイオレメ

ディエーション）を予

定しているが、予算等

の都合上実施計画が立

たず、井戸蓋が開いた

まま一年以上放置され

ている 
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第一次 ODA 案件化調査 

 

〔2012 年 12 月 14 日〕 

 

・デリー郊外P社による六

価クロムの地下水汚染

浄化現場の様子 

・左写真は処理前の原水

の様子（クロムイエロ

ーを呈する） 

 

・上記写真の揚水井戸か

ら送水された汚染水は

処理場で三価クロムへ

と無害化される 

 

〔2012 年 12 月 14 日〕 

 

・デリー郊外六価クロムの

地下水汚染浄化を実施

している P 社において、

セミナーを実施 

 

〔2012 年 12 月 15 日〕 

 

・インド系環境コンサルタ

ント I 社代表者との協議

 

・滞在ホテル内会議室に

おいて、本調査に係るセ

ミナーを実施 
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第一次 ODA 案件化調査 

〔2012 年 12 月 17 日〕 

 

・ CPCB Chairman Ajay 

Tyagi 氏との協議に向か

う途中のデリー市街の

様子 

 

・商店脇には、飲用利用

と思われる井戸（左写

真）がある 

 

〔2012 年 12 月 17 日〕 

 

・都市開発省公衆衛生環

境技術中央研究機構・

JICA 榊原氏と協議 

 

 

〔2012 年 12 月 19 日〕 

 

・インド系ゼネコン T 社代

表者と協議 

 

・滞在ホテル内会議室に

おいて、本調査に係るセ

ミナーを実施 
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第一次 ODA 案件化調査 

〔2012 年 12 月 20 日〕 

 

・TNPCB 次席、NEERI と

協議 

 

・TNPCB 内会議室におい

て、本調査に係るセミナ

ーを実施 

 

・セミナー後、TNPCB と

NEERI の案内により『ラ

ニペット』サイト視察 

〔2012 年 12 月 20 日〕 

 

・ラニペットサイト入口 

 

・対象地は現在閉鎖され

た 工 場 （ Tamil Nadu 

Chromate Chemicals）と

なっている 

〔2012 年 12 月 20 日〕 

 

・ラニペットサイトの様子 

 

・工場建物跡の裏手全域

が高濃度の六価クロム

を含む汚泥の廃棄場所

（Dump Site）となってい

る 

 

・暗灰色の地面が全て廃

棄汚泥 
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第一次 ODA 案件化調査 

〔2012 年 12 月 20 日〕 

 

・ラニペットサイトの様子 

 

・TNPCB による湧水モニ

タリング用 釜場 

 

・湧水はクロムイエローを

呈し、未だに数 100～数

1,000 倍の六価クロムが

検出される 

 

・約 2～3ｍの廃棄汚泥層

が確認できる 

〔2012 年 12 月 20 日〕 

 

・ラニペットサイトの様子 

 

・廃棄汚泥層の拡大写真 

 

・暗灰色汚泥が複数層確

認できる 

〔2012 年 12 月 20 日〕 

 

・ラニペットサイトの様子 

 

・敷地縁辺部の側溝 

 

・クロムイエローを呈する

析出物が確認できる 
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第一次 ODA 案件化調査 

〔2012 年 12 月 20 日〕 

 

・ラニペットサイトの様子 

 

・工場建物内まで廃棄汚

泥が達している 

 

〔2012 年 12 月 20 日〕 

 

・ラニペットサイトの様子 

 

・建物内の廃棄汚泥にも

クロムイエローの析出物

が確認できる 

〔2012 年 12 月 20 日〕 

 

・ラニペットサイトの様子 

 

・著しいクロムイエローを

呈する設備部品 
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第一次 ODA 案件化調査 

〔2012 年 12 月 20 日〕 

 

・ラニペットサイトの様子 

 

・建物の内外を問わず廃

棄汚泥が確認される 

〔2012 年 12 月 20 日〕 

 

・ラニペットサイトの様子 

 

・サイト内の地表面（廃棄

汚泥上面）には、所々ク

ロムイエローの析出物

が確認される 

 

〔2012 年 12 月 20 日〕 

 

・ラニペットサイト南 1km

に位置する集落の様子 

 

・写真手前の薄青色の山

は、皮の染色ゴミ 

 

・写真奥に住居があり、ゴ

ミと住居の間に井戸があ

る 
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第一次 ODA 案件化調査 

〔2012 年 12 月 20 日〕 

 

・ラニペットサイト南 1km

に位置する集落の様子 

 

・飲用利用はしていないと

のことであったが、現在

も使用可能な井戸があ

る 

 

・深度 30ｍの水を採水し

ているとのこと 

〔2012 年 12 月 20 日〕 

 

・ラニペットサイト南 1km

に位置する集落の様子 

 

・井戸から採取した水は、

クロムイエローを呈する 

 

・同井戸から採水した既

存調査結果によると六

価 ク ロ ム 濃 度 は

100mg/L（基準の 2,000

倍）とのこと 

 

〔2012 年 12 月 20 日〕 

 

・ラニペットサイト南 1km

に位置する集落の様子 

 

・TNPCB、NEERI、周辺工

場の方々の案内にて現

地視察を行った 
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第二次 ODA 案件化調査 

〔2013 年 1 月 13 日〕 

 

・バンガロール市近郊

Kaveri 川の様子 

 

・水質は良好である 

 

〔2013 年 1 月 13 日〕 

 

・バンガロール市内の公

園の様子 

 

・芝生の散水用に井戸水

が利用されている 

 

・深度 100ｍ程度の水を

使用しているとのこと

〔2013 年 1 月 14 日〕 

 

・環境分析事業所 R 研究

所 

 

・同事業所はバンガロー

ル市内に位置し、創業

20 年、OHSAS18001 、

ISO9001 等の認証機関

である 

 

・我が国と同様の網羅的

な環境分析が可能 
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第二次 ODA 案件化調査 

〔2013 年 1 月 15 日〕 

 

・KSPCB Chairman、現地

汚染浄化事業者Iと協議

 

・KSPCB 内会議室におい

て、本調査に係るセミナ

ーを実施 

 

・セミナー後、KSPCB と

NEERIの案内により汚染

サイト視察 

〔2013 年 1 月 15 日〕 

 

・バンガロール市街の様

子 

 

・1ｍ程度の赤褐色の風

化土壌（表土）の下に花

崗岩が確認される 

〔2013 年 1 月 15 日〕 

 

・KSPCB 案内による汚染

サイト視察の様子 

 

・操業中の工場内に六価

クロムのザブ漬け槽（4

槽）がある 

 

・ザブ漬け槽の密閉度は

低い 
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第二次 ODA 案件化調査 

〔2013 年 1 月 15 日〕 

 

・KSPCB 案内による汚染

サイト視察の様子 

 

・上記写真のザブ漬け槽

そばの様子 

 

・作業員は布製の簡易マ

スクのみで作業 

 

・工場床はレンガ（浸透防

止被覆等はない） 

〔2013 年 1 月 15 日〕 

 

・KSPCB 案内による汚染

サイト視察の様子 

 

・KSPCB 指導の下、設置

された有害廃棄物置場 

〔2013 年 1 月 15 日〕 

 

・KSPCB 案内による汚染

サイト視察の様子 

 

・上記写真の有害廃棄物

置場の様子 

 

・廃棄物を格納するタンク

が確認された 
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第二次 ODA 案件化調査 

〔2013 年 1 月 15 日〕 

 

・KSPCB 案内による汚染

サイト視察の様子 

 

・モニタリング用に採水さ

れた地下水 

 

・クロムイエローを呈する 

〔2013 年 1 月 15 日〕 

 

・KSPCB 案内による汚染

サイト視察の様子 

 

・モニタリング井戸での採

水の様子 

 

・写真奥の井戸からポン

プで揚水している 

〔2013 年 1 月 15 日〕 

 

・KSPCB 案内による汚染

サイト視察の様子 

 

・上記写真の井戸から採

水された地下水 

 

・既存モニタリング結果か

らこの井戸には六価クロ

ムの汚染は確認されて

いないとのこと 
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第二次 ODA 案件化調査 

〔2013 年 1 月 15 日〕 

 

・バンガロール近郊の F

社浄化サイト視察の様

子 

 

・車の部品を製造する F

社はクロムメッキ用の溶

液の地下タンクから汚染

が発生した 

 

・現在、KSPCB 指導の

下、揚水と薬品注入によ

る浄化工事を実施中 

〔2013 年 1 月 16 日〕 

 

・GSPCB Chairman と協議

 

・GSPCB 内会議室におい

て、本調査に係るセミナ

ーを実施 

 

・セミナー後、GSPCB の

案内によりサルセット地

域の視察を実施 

〔2013 年 1 月 16 日〕 

 

・GSPCB の案内によるサ

ルセット地域視察の様子

 

・サルセット地域は、サル

川流域に相当する 
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第二次 ODA 案件化調査 

〔2013 年 1 月 16 日〕 

 

・GSPCB の案内によるサ

ルセット地域視察の様子

 

・サル川最上流域 

 

・非常に濁りが酷く、水面

には醗酵した浮遊物が

確認される 

〔2013 年 1 月 16 日〕 

 

・GSPCB の案内によるサ

ルセット地域視察の様子

 

・サル川上流域 

 

・河川近郊の住宅地から

直接生活排水が流入し

ているため、著しく濁って

いる 

〔2013 年 1 月 16 日〕 

 

・GSPCB の案内によるサ

ルセット地域視察の様子

 

・サル川中～上流 

 

・生活排水が直接河川に

流入している 
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第二次 ODA 案件化調査 

〔2013 年 1 月 16 日〕 

 

・GSPCB の案内によるサ

ルセット地域視察の様子

 

・サル川中流域マルガオ

の町並み 

 

 

 

〔2013 年 1 月 16 日〕 

 

・GSPCB の案内によるサ

ルセット地域視察の様子

 

・サル川下流域 

 

・依然として河川は濁った

ままである 

 

〔2013 年 1 月 16 日〕 

 

・GSPCB の案内によるサ

ルセット地域視察の様子

 

・サル川支流のカンコリム

工 業 団 地 （ Cuncolim 

Industrial Estate）の様子

 

・カンコリム工業団地には

多くの亜鉛精錬工場が

ある 
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第二次 ODA 案件化調査 

〔2013 年 1 月 16 日〕 

 

・GSPCB の案内によるサ

ルセット地域視察の様子

 

・カンコリム工業団地内の

廃棄物埋立サイト 

 

・亜鉛精錬等で発生した

汚泥を土砂採取孔跡に

埋め立てている 

 

・写真奥の灰色の山が汚

泥埋立場所 

〔2013 年 1 月 16 日〕 

 

・GSPCB の案内によるサ

ルセット地域視察の様子

 

・カンコリム工業団地内の

廃棄物埋立サイト 

 

・亜鉛精錬汚泥が埋め立

てられており、雨水浸透

防止対策として（部分的

に）シートがかけられて

いる 

 

〔2013 年 1 月 16 日〕 

 

・GSPCB の案内によるサ

ルセット地域視察の様子

 

・カンコリム工業団地内の

廃棄物埋立サイト 

 

・亜鉛精錬汚泥の拡大写

真 
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第二次 ODA 案件化調査 

〔2013 年 1 月 16 日〕 

 

・GSPCB の案内によるサ

ルセット地域視察の様子

 

・カンコリム工業団地内の

廃棄物埋立サイト 

 

・雨水浸透防止用のシー

トがかけられている 

 

〔2013 年 1 月 16 日〕 

 

・GSPCB の案内によるサ

ルセット地域視察の様子

 

・カンコリム工業団地内の

廃棄物埋立サイト 

 

・亜鉛精錬汚泥のほかに

暗灰色の汚泥も投棄さ

れている 

 

〔2013 年 1 月 16 日〕 

 

・GSPCB の案内によるサ

ルセット地域視察の様子

 

・カンコリム工業団地内の

廃棄物埋立サイト 

 

・埋立エリアの四隅には

観測井戸が設置されて

いる 

 

・深度 8～9ｍの地下水を

月次モニタリング中 
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第二次 ODA 案件化調査 

〔2013 年 1 月 16 日〕 

 

・GSPCB の案内によるサ

ルセット地域視察の様子

 

・カンコリム工業団地内の

廃棄物埋立サイト 

 

・このサイトはサルセット

行政と GSPCB により立

入禁止措置が実施され

ている 

 

〔2013 年 1 月 16 日〕 

 

・GSPCB の案内によるサ

ルセット地域視察の様子

 

・カンコリム工業団地内の

廃棄物埋立サイト 

 

・サイト入口に添付された

サ ル セ ッ ト 行 政 と

GSPCB による立入禁止

命令書 

 

〔2013 年 1 月 16 日〕 

 

・GSPCB の案内によるサ

ルセット地域視察の様子

 

・カンコリム工業団地内の

廃棄物埋立サイト 

 

・亜鉛精錬汚泥のほか、

コンクリート、レンガ、ビ

ニール、プラスチック等

が廃棄されている 
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第二次 ODA 案件化調査 

〔2013 年 1 月 16 日〕 

 

・GSPCB の案内によるサ

ルセット地域視察の様子

 

・現地にて玉虫プロジェク

ト・マネージャーが①汚

染源の隔離、②廃棄物

問題に対する教育の必

要性について説明 

 

〔2013 年 1 月 16 日〕 

 

・GSPCB の案内によるサ

ルセット地域視察の様子

 

・カンコリム工業団地内の

廃棄物埋立サイト近傍

の用水路 

 

・この用水路はサル川支

流に接続する 

 

・廃棄物埋立の影響で

pH4～5 になっている 

〔2013 年 1 月 17 日〕 

 

・ゴア州 Chief Minister と

会見し、本調査の趣旨

説明を行った 

 

・サルセット地域の汚染の

問題は 10 年程前から顕

在化しており、州としても

緊急の対策が必要であ

ると考えているとのこと 
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第二次 ODA 案件化調査 

〔2013 年 1 月 17 日〕 

 

・現地 ODA事業者と協議

 

〔2013 年 1 月 18 日〕 

 

・JICA インド事務所への

調査状況報告 

〔2013 年 1 月 18 日〕 

 

・前日の雨の影響による

水はけの悪いデリー市

街地の様子 
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第二次 ODA 案件化調査 

〔2013 年 1 月 18 日〕 

 

・DPCC と協議 

 

・DPCC 内会議室におい

て、本調査に係るセミナ

ーを実施 

 

 

〔2013 年 1 月 18 日〕 

 

・CPCB と協議 

 

・インド共和国政府内にお

ける具体的な案件化フ

ローについて説明を受

ける 

 

・世界銀行支援の10の放

棄地サイトのプロジェクト

状況とラニペットを含む

69 の浄化候補地、新規

案件立上げへの説明を

受ける 

〔2013 年 1 月 19 日〕 

 

・デリー市街地の様子 

 

・生活用水確保のため、

市内各地に写真のよう

な給水塔が設置されて

いる 
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第二次 ODA 案件化調査 

〔2013 年 1 月 19 日〕 

 

・デリー市街南部メ―ロー

リーMehrauliの井戸利用

状況視察の様子 

 

・現在、井戸掘削禁止とな

っているが、多くの場所

で既存井戸が生活用水

として利用されている 

 

〔2013 年 1 月 19 日〕 

 

・デリー市街南部メ―ロー

リーMehrauliの歴史井戸

視察の様子 

 

・ ガ ン ダ ー キ パ オ リ

Gandhak Ki Baoli の儀式

用の階段井戸 

 

・深度 13～15ｍに地下水

が存在する 

〔2013 年 1 月 19 日〕 

 

・デリー市街南部メ―ロー

リーMehrauliの歴史井戸

視察の様子 

 

・階段井戸底の湧水 
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第二次 ODA 案件化調査 

〔2013 年 1 月 19 日〕 

 

・ラジョンキパオリRajon Ki 

Baoli の儀式用の階段井

戸 

 

・深度 20～25ｍに地下水

が存在する 

 

・階段は 64 段 

〔2013 年 1 月 19 日〕 

 

・ラジョンキパオリRajon Ki 

Baoli の儀式用の階段井

戸 

 

 

〔2013 年 1 月 19 日〕 

 

・ラジョンキパオリRajon Ki 

Baoli の儀式用の階段井

戸 

 

・階段井戸底の湧水 
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資料－2 現地収集資料 

 

Blacksmith Institute ラニペット説明資料（1/3）
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Blacksmith Institute ラニペット説明資料（2/3）
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Blacksmith Institute ラニペット説明資料（3/3）
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ゴア州汚染管理局（GSPCB）からの調査要請書（1/2）
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ゴア州汚染管理局（GSPCB）からの調査要請書（2/2） 
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資料－3 現地協議・セミナー資料 

 

 
中央汚染管理局（CPCB）及び各州の汚染管理局（State PCB）へのセミナー資料（1/1） 
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プロジェクト概要、提案技術 資料（1/9）
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プロジェクト概要、提案技術 資料（2/9）
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プロジェクト概要、提案技術 資料（3/9）
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プロジェクト概要、提案技術 資料（4/9）
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プロジェクト概要、提案技術 資料（5/9）
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プロジェクト概要、提案技術 資料（6/9）
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プロジェクト概要、提案技術 資料（7/9）
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プロジェクト概要、提案技術 資料（8/9）
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プロジェクト概要、提案技術 資料（9/9） 
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